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はじめに  
 

福岡県農林水産部（県営農業農村整備事業）電子納品ガイドライン（案）【参考資

料編】は、同ガイドライン（案）【基本編】を補足するために制定したものです。  
電子納品の運用状況および農林水産省の各要領（案）・ガイドライン（案）の改正

状況を見ながら順次見直していきます。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1 土木編  
1.1  電子納品適用項目 
工事における電子化の対象書類は以下のとおりとする。 

表 1-1  電子納品の対象範囲 

要領・基準名 電子納品対象 作成者 ﾌｫﾙﾀﾞ名称 ﾌｧｲﾙ形式 共有 納品

 発注図面 発注者 DRAWINGS  － ▲

 特別仕様書 〃 DRAWINGS/SPEC  － ▲

 工事打合書 請負者 MEET/ORG  ○ ○

 施工計画書 〃 PLAN/ORG  ▲ ○

 

工事完成図書の 

電子納品要領(案) 

       

 工事写真 受注者 PHOTO/PIC JPEG ▲ ○電子化写真データの

作成要領(案)  参考図 〃 PHOTO/DRA TIFF ▲ ○

電子化図面データの

作成要領(案) 
完成図面 〃 DRAWINGF  ▲ ○

 各ﾌｫﾙﾀﾞ管理ﾌｧｲﾙ 受注者  XML･DTD ▲ ○
その他 

 工事管理ﾌｧｲﾙ 〃 媒体ルート 〃 ▲ ○

 

 ○電子納品可能 

 ▲受発注者間の協議による（任意） 

 

1.2 図面ファイルの取り扱い  
発注時の図面提供形態を考慮して、発注図面と完成図面を工事完成図書の電子納品要領

（案）及び電子化図面データの作成要領(案)に従い納品する。また、完成図面として納める

図面については、受発注者間で協議の上決める。 

電子納品に関連する項目には、CAD 図面作成に関して受発注者間協議で決定しなければ 

ならない専門的な項目があるので、工事着手時に専任の担当者を発注者・受注者双方で決め

ることが望ましい。 
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（1） 完成図面の電子化 

発注図面が電子化図面データの作成要領(案)に従った電子図面である場合は、完成図面

をCAD電子図面で提出するものとする。 

 

表1-2 完成図面提出の考え方 

発注図面 完成図面 

発注者より電子化図面データの作成要領

(案)に従ったCAD図面を受け渡しされた

場合 

電子化図面データの作成要領(案)に従ったCAD 

図面による納品 

発注者より紙図面を受け渡しされた場合 紙図面による納品 

（電子化図面データの作成要領(案)に従った

CAD 図面で納品しても良い。） 

 

（2） フォルダについて 

「DRAWINGS」フォルダには発注者が提供した発注図面を順次格納する。当初発注時に提

供したものに加え、設計変更や追加として工事途中に発注者が提供した図面も同フォルダ

に格納する。 

「DRAWINGF」フォルダには、完成図を格納する。 

従来、検査の利便のために一部で使われている同一図面に変更の前後を着色して表示し

た図などは作らない。 

 

（3） ファイル名について 

①工事契約時 

契約時に発注者がCAD 図面を受注者へ提供する場合、発注者が電子化図面データの作

成要領(案)に従ったファイル名を付与する。発注者から受注者へ提供されるCAD 図面フ

ァイル名は、「C○○○○○○0.拡張子」となる。 

 

②納品時 

納品時に受注者が格納するCAD 図面ファイル名は以下の通りとする。 

●「DRAWINGS」フォルダ 

C○○○○○○0.拡張子、C○○○○○○n.拡張子のように履歴番号の異なるものを

含めて格納する。（発注者から提供された全ての発注図面を格納する） 

●「DRAWINGF」フォルダ 

C○○○○○○Z.拡張子として納品する。 

 

（4） 受発注協議における具体事項 

CAD 図面作成に関して受発注者間で行う協議については、電子化図面データ作成運用ガ

イドライン(案)を準拠する。 
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1.3 工事写真の取り扱い  

有効画素数 

有効画素数は、黒板の文字が確認できることを指標とする。(100 万画素程度) 

1.3.1 有効画素数  
電子化写真データの作成要領（案） 

 

 

 

 

工事写真の撮影はデジタルカメラによることを原則とするが、現場の状況によって必要

な文字・数値等の判読が困難な場合が生じた場合は、受発注者間で協議し、従来の銀塩方

式のカメラも併用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】撮影機材の協議例 

・銀塩方式のカメラを使用した場合、ネガまたはプリントしたものをスキャナで読み取

ってイメージデータ化することで、工事写真全ての電子化を行うものとする。 

・写真をスキャニングしてイメージデータ化した場合の工事写真データの品質は、「電

子化写真データの作成要領（案）」に従う。 

上記以外の事項は、「電子化写真データの作成要領（案）」に従う。  
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2 業務委託編  
 

2.1 電子納品適用項目 
 

業務委託における電子化の対象書類は以下のとおりとする。 

表 2-1 電子納品の対象範囲 

要領・基準名 電子納品対象 作成者 ﾌｫﾙﾀﾞ名称 ﾌｧｲﾙ形式 共有 納品

 報告書 受注者 REPORT PDF ▲ ○設計業務等の電子

納品要領(案)  報告書ｵﾘｼﾞﾅﾙ 〃 REPORT/ORG ｵﾘｼﾞﾅﾙ ▲ ○

電子化写真データ

の作成要領(案) 
写真 受注者 PHOTO JPEG ▲ ○

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾃﾞｰﾀ 受注者 BORIN/DATA XML ▲ ○

柱状図 〃 BORIN/LOG PDF ▲ ○

ボー 

リン 

グ 簡略柱状図 〃 BORIN/DRA SXF(sfc) ▲ ○

 地質平面図 〃 DRAWING 〃 ▲ ○

 地質断面図 〃 DRAWING 〃 ▲ ○

 コア写真 〃 BORIN/PIC JPEG ▲ ○

電子ﾃﾞｰﾀｼｰﾄ 〃 PDF ▲ ○

交換用ﾃﾞｰﾀｼｰﾄ 〃 ｵﾘｼﾞﾅﾙ ▲ ○

 

 

 

 

地質調査資料 

整理要領(案) 

土質試験 

及び 

地盤調査 土質試験結果一覧表ﾃﾞｰﾀ 〃 

 

BORIN/TEST 

XML ▲ ○

道路 ▲ ○

平面交差点 ▲ ○

立体交差点 ▲ ○

共同溝 ▲ ○

 

 

道路 

 

農道 ▲ ○

橋梁  ▲ ○

樋門・樋管 ▲ ○河川 

築堤・護岸 ▲ ○

山岳ﾄﾝﾈﾙ ▲ ○ﾄﾝﾈﾙ 

ｼｰﾙﾄﾞﾄﾝﾈﾙ ▲ ○

離岸堤 ▲ ○海岸 

人工リーフ ▲ ○

オープン ▲ ○
水路 

パイプライン ▲ ○

 

 

 

 

 

 

 

電子化図面データ

の作成要領(案) 

 

 

 

 

 

ダム 重力式ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ 

 

 

 

 

 

 

 

受注者

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

DRAWING 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

SXF(sfc) 
 

 

 

 

 

 

▲ ○

 基準点測量 受注者 SURVEY/KITEN PDF･TXT ▲ ○

 水準測量 〃 SURVEY/SUIJUN 〃 ▲ ○

 地形測量 〃 SURVEY/CHIKEI PDF･DM･T
XT 

▲ ○

 

測量成果電子 

納品要領(案) 

 応用測量 〃 － － ▲ ▲

 報告等管理ﾌｧｲﾙ 受注者 REPORT XML･DTD ▲ ○その他 

 業務管理ﾌｧｲﾙ 〃 媒体ルート 〃 ▲ ○
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2.2 業務関係書類の取り扱い  
 

表に示す業務関係書類について電子納品を実施する。 

 表 2-2 

情報共有の利用 

ファイル形式 種別 書類名 適用 

※1 標準 採用 

備 考 

□業務計画書 △ PDF   

□業務工程表 △ PDF   

□指示・承諾・協議・提出・報告書 

   □添付資料(写真・図面) 
○ 

PDF 

JPG・PDF
 

 

 

□打合書 ○ PDF   

□着手届（        ） ×    

□管理技術者届（        ） ×    

□照査技術者届（        ）  ×    

□その他（        ）      

□その他（        ）      

実
施
中
提
出
書
類 

□その他（        ）      

※1 ○：電子納品可能 △：状況による ×：紙ベースで提出  －：対象外 

  

 

 

2.3 報告書ファイルの編集  
 

設計業務等の電子納品要領(案)Ｐ７５  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（１）しおりの作成 

PDF形式の目次である「しおり（ブックマーク）」を報告書の目次と同じ章、節、

項（見出しレベル１～３）までの各項目で作成する。また報告書ファイルを分割する

場合は、当該ファイル以外の別ファイルへのリンクとなるしおりに関しては、大項目

に関してのみ作成する。 

 

 
 

報告書ファイルの編集においては、以下の各項目に従うものとする。 

●しおり（ブックマーク）を該当ページへリンクするように作成する。 

●セキュリティの設定を行わない。 

●初期表示の設定は、以下のように表示されるようにする。 

（a）最初に表紙のページが表示される。 

（b）100%の倍率で表示される。 
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2.4 電子化図面データの作成要領(案) 
 

2.4.1 CAD フォーマットについて  
 

図面等の最終成果品における電子データのファイル形式は原則として「SXF(sfc)形式」
とする。また、工事又は業務の過程における交換用のファイルフォーマットについては、

別途受発注者間協議において定めることができるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

・SXF 形式 
『p21 形式』SXF 形式のうち STEP/AP202 規約に則った形式 
『sfc 形式』SXF 形式のうち、関係者間で CAD データータ交換のための簡易な形式

・STEP/AP202、p21 形式、sfc 形式に関する情報 
『(財)日本建設情報総合センター』(略称 JACIC) 

2.4.2 レイヤー構成について  
 

CAD データは SXF 形式を標準とし、電子化図面データの作成要領(案)に規定されるレ
イヤー構成とする。 

 

CAD データのファイル名は、次の原則に従う。  
 
○○○○○○○○．拡張子  
 
              半角英数大文字で記述する 
              半角英数大文字1文字：改訂履歴（0～9、A～Y、最終はZとする） 
              半角数字3文字：図面番号（001～999） 
              半角英数2文字：図面種類（ex．平面図：PL） 
              半角英数大文字1文字：整理番号（0～9、A～Z） 
              半角英字1文字：ライフサイクル（S－測量、D－設計、C－施工、Ｍ－維持管理）
 
整理番号は、ライフサイクル、図面種類、図面番号をより詳細に区分するためのものであり、

付番の方法は監督職員と協議することとする。  
また、図面種類等でファイル名一覧に該当しないファイル名をつける場合、監督職員と協議

することとする。その場合は、ファイル名の付け方の簡単な概要を図面管理項目の「受注者

説明文」に記述する。  

2.4.3 ファイル名の取り扱いについて  
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（１）整理番号は、設計段階における詳細設計、予備設計等の区分けや、施設段階にお

ける仮設図、切廻し図等の区分けを表すものであるため、発注者が決定し、受注者

に指示する。 

（２）受注者は、電子化図面データの作成要領(案)の「ファイル名一覧」を参考にファ

イル名を検討し、発注者と協議する。発注者は、受注者の検討結果を確認し、承認

する。「ファイル名一覧」に類似図面がない場合は、既存のファイル名に無いこと

を確認後、図面種類の頭文字のアル、ファベットを取ることとする。ただし、必ず

しも英訳しなくても良い。（例：配分ゾーン図→Haibun-Zone→HZ） 
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8 
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2.5 測量成果電子納品要領(案)について  
 

 測量成果の電子納品については、原則として農林水産省の「測量成果電子納品要領

(案 )」に従うものとするが、福岡県農林水産部独自の運用事項があるため、「農林水産
省との差異」の項を参照すること。 

 

 

2.6 地質・土質調査成果電子納品要領（案）について  
 

2.6.1 電子納品の対象とする種類とファイル形式  
地質・土質調査成果電子納品要領（案） 

 

 

 

 

 

地質・土質調査成果の電子化対象は、①報告文、②ボーリング柱状図、③地質平面図、

④地質断面図、⑤コア写真、⑥土質試験及び地盤調査、⑦現場写真、⑧その他の地質・

土質調査成果とする。  

地質・土質調査資料の電子化対象範囲とファイル形式を表2-3 に示す。 

 

表2-3   地質・土質調査資料の電子化対象範囲 

納品対象書類 ファイル形式 フォルダ名 

業務管理ファイル  XML ルート 

報告書管理ファイル XML REPORT 

報告書 PDF 同上 

 

報告書 

報告書オリジナル ｵﾘｼﾞﾅﾙ REPORT\ORG 

地質情報管理ファイル XML BORING 

土質ボーリング XML,PDF,SXF BORING\DATA 

岩盤ボーリング 同上 同上 
ボーリング柱状図 

地すべりボーリング 同上 同上 

図面管理ファイル XML DRAWING 

地質平面図 SXF 同上 

土質断面図 SXF 同上 

地質平面図・地質断面図 

 

地質断面図 SXF 同上 

コア写真管理ファイル XML BORING\PIC 
コア写真 

コア写真 JPEG 同上 

土質試験及び地盤調査管理フ

ァイル 

XML BORING\TEST 

土質試験及び地盤調査 

土質試験及び地盤調査結果 PDF ｵﾘｼﾞﾅﾙ,XML 同上 

写真属性ファイル XML PHOTO 
現場写真 

現場写真 JPEG 同上 

その他管理ファイル XML BORING\OTHR S 
その他の地質調査資料 

その他の地質調査資料 ｵﾘｼﾞﾅﾙ 同上 

地質調査資料の電子化対象範囲に関する協議例を、「事前協議例」に示す。 
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2.6.2 報告書ファイルの取り扱い  
報告書の取り扱いについては、「設計業務等の電子納品要領（案）」および本ガイドラ

イン「５-２業務関係書類の取り扱い」に準ずる。 

 

2.6.3 ボーリング柱状図ファイルの取り扱い  
 

ボーリング柱状図の電子納品は、土質・岩盤・地すべりボーリング柱状図を対象とする。

ボーリング柱状図ファイルの電子化にあたっては、ボーリング交換データ、電子柱状図、

電子簡略柱状図の様式等について、事前に協議すること。 

 

（1） ボーリング柱状図の電子成果物 

ボーリング柱状図は、表2-4 の成果物を電子データとして納品する。 

 

表2-4  ボーリング柱状図の電子納品 

成果品の種類 電子成果物の名称 データフォーマット 

１．ボーリングデータ ボーリング交換データ ＸＭＬファイル 

２．柱状図 電子柱状図 ＰＤＦファイル 

３．簡略柱状図 電子簡略柱状図 ＳＸＦファイル 

 

（2） 電子柱状図の様式 

電子柱状図の様式の種類については、業務内容に応じて、表2-5より受発注者協議に

より決定する。その他の様式を用いる場合は、柱状図に含める項目や配置などについて

受発注者間で協議する。 

 

表2-5  電子柱状図の様式の種類 

番号 様式の種類 

１ 土質ボーリング柱状図 

２ 岩盤ボーリング柱状図 

３ 地すべりボーリング柱状図 

４ その他（上記1～３以外） 

５ 調査設計業務編 

 

（3） 電子簡略柱状図のデータフォーマット 

電子簡略柱状図は、CAD データ交換標準に則したフォーマットSXF(sfc)形式で納品す

る。 

 

（4） 電子簡略柱状図の試験・検層データ 

電子簡略柱状図の試験・検層データについては、土質ボーリングの場合、標準貫入試

験結果の表示を基本とする。一方、岩盤ボーリング、地すべりボーリングの場合や、土

質ボーリングの場合でも標準貫入試験以外の試験・検層データの表示が必要な場合は、

調査目的に応じて受発注者間協議の上、適宜決定する。 
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（5） 電子簡略柱状図の尺度 

要領(案)では、電子簡略柱状図の尺度は1/100 を基本とすることを定めている。CAD デ

ータにおける図形要素は任意に拡大縮小できるものであるが、拡大・縮小に伴い文字の

大きさや配置が変化することを考慮してのものである。電子簡略柱状図は、地質断面図

への切り貼りを前提とした利用を考えているため、受発注者間協議の上、地質断面図の

尺度と整合をとる形で、電子簡略柱状図の尺度を任意に設定してもよい。ただし、地質

情報管理ファイルのボーリングコメントに、設定した尺度を明記する。 

 

（6） ボーリング交換用データの様式 

ボーリング交換用データの様式については受発注者間協議の上、業務ごとに適宜設定

する。 

① 入力項目 

ボーリング交換用データの入力項目は、「A 様式：標題情報」、「B 様式：土質・岩

種区分」が必須入力項目であり、それ以外の様式は調査目的に応じて適宜決定する。 

基本的には土質ボーリングの場合、土質ボーリング柱状図の紙様式で表現可能な項目

を入力することを基本とするが、岩盤ボーリングや地すべりボーリングに関する項目も

必要に応じて、受発注者間協議の上、適宜、入力する(表2-6参照)。 

 

② B 様式：土質・岩種区分 

土質ボーリングにおける岩盤の記載方法は、以下の2 つから選択可能である。 

・土質区分コード表に基づき、硬岩、中硬岩、軟岩・風化岩の区分を用い、岩種名

は「D1 様式：観察記事」に記載する。 

 

・種区分コード表に基づき、「B 様式：土質・岩種区分」に岩種名(例：砂岩、安

山岩など)を記載する。 

 

土質区分コード、岩種区分コードのいずれのコード表を選択するかは、受発注者間

協議の上、決定する。また、土質・岩種区分に対応する柱状図の図模様、文字記号(ア

ルファベット、数字による略号)については要領(案)の例を参考に、現場の地質状況

等を勘案し、受発注者間協議の上、適宜決定する。 

 

③ Y 様式：備考 

Y 様式を利用し、備考・コメント等を記載する場合、その記載項目、内容について、

受発注者間協議の上、決定する。 

 

④ Z 様式：フリー情報 

A～Y 様式で入力できない情報についてZ 様式を利用し入力を行う場合、その情報項

目、フォーマットを受発注者間協議の上、決定する。 
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表2-6 ボーリング交換用データのデータ入力項目 

様式 

番号 

入力項目 土質 

柱状図 

(*1) 

岩盤 

柱状図 

（*1） 

地すべ 

り柱状 

図(*1) 

様式の追加・変更点(*2) 

Ａ 標題情報 ○ ○ ○ なし 

Ｂ 土質・岩種区分 ○ ○ ○ 土質区分から土質・岩種区分へ様式名

称を変更。土質・岩種区分コード体系

の見直しを行い、岩盤のためのコード

を追加。 

Ｃ 色調区分 ○ ○ ○ 色調区分については文字情報のみと

し、コード情報を廃止。 

Ｄ1 観察記事 ○ ○ ○ なし 

Ｄ2 観察記事枠線 ○ ○ ○ なし 

Ｅ1 標準貫入試験 ○ ○ ○ E 様式からE1 様式へ様式名称を変更。

Ｅ2 ルジオン試験 － ○ － 新規追加 

Ｅ3 ルジオン試験値詳細デー

タ 

－ ○ － 新規追加 

Ｆ 相対密度・相対稠度 ○ － － その他コード(9)を新設し、文字情報は

その他コード(9)が指定された時のみ

入力するように変更。 

Ｇ1 硬軟区分 － ○ ○ 新規追加 

Ｇ1Ｓ 硬軟区分判定表 － ○ ○ 新規追加 

Ｇ2 コア形状区分 － ○ ○ 新規追加 

Ｇ2Ｓ コア形状区分判定表 － ○ ○ 新規追加 

Ｇ3 割れ目区分 － ○ － 新規追加 

Ｇ3Ｓ 割れ目区分判定表 － ○ － 新規追加 

Ｇ4 風化区分 － ○ ○ 新規追加 

Ｇ4Ｓ 風化区分判定表 － ○ ○ 新規追加 

Ｇ5 変質区分 － ○ ○ 新規追加 

Ｇ5Ｓ 変質区分判定表 － ○ ○ 新規追加 

Ｈ 孔内水平載荷試験 ○ ○ △ 載荷パターン、割線弾性係数、接線弾

性係数の項目を追加 

Ｉ ボーリング孔を利用した

透水試験 

○ ○ △ 方法コードを変更 

Ｊ PS検層 ○ ○ △ 起振方式の項目を追加 

Ｋ その他の原位置試験 ○ ○ ○ なし 

Ｌ 試料採取 ○ ○ △ 試験名の項目を追加 

Ｎ 地盤材料の工学的分類 ○ ○ － なし 

Ｏ1 地質時代区分 ○ ○ － 地質時代区分コードを変更 

Ｏ2 地層・岩体区分 ○ ○ － 地層区分から地層・岩体区分へ様式名

称を変更 

Ｐ 孔内水位 ○ ○ ○ 掘削深度の項目を削除。掘削状況の項

目を追加。水位種別のコード化を実施。
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様式 

番号 

入力項目 土質 

柱状図

(*1) 

岩盤 

柱状図

（*1）

地すべ

り柱状

図(*1)

様式の追加・変更点(*2) 

Ｑ1 掘削工程 － － ○ ケーシング下端深度の項目を追加。 

Ｑ2 孔径・孔壁保護 － ○ ○ 孔壁保護方法のコード化を実施。送水条件

の項目をQ7様式へ移動のため、削除 

Ｑ3 掘進速度 － ○ － 新規追加 

Ｑ4 コアチューブ・ビット － ○ － 新規追加 

Ｑ5 給圧 － ○ － 新規追加 

Ｑ6 回転数 － ○ － 新規追加 

Ｑ7 送水条件 － ○ － 新規追加 

Ｒ 断層・破砕帯区分 ○ ○ ○ 断層区分から断層・破砕帯区分へ様式名称

を変更。性状のコード化を実施。補助模様

の仕様について規定。 

Ｓ1 コア採取率 － ○ ○ 新規追加 

Ｓ2 最大コア長 － ○ ○ 新規追加 

Ｓ3 RQD － ○ ○ 新規追加 

Ｔ1 岩級区分 － ○ － 新規追加 

Ｔ1Ｓ 岩級区分判定表 － ○ － 新規追加 

Ｕ1 保孔管 － － ○ 新規追加 

Ｕ2 計測機器 － － ○ 新規追加 

Ｖ1 地下水検層試験 － － △ 新規追加 

Ｖ2 地下水検層試験詳細デー

タ 

－ － △ 新規追加 

Ｖ3 地下水検層試験判定結果 － － ○ 新規追加 

Ｙ 備考 － － ○ 新規追加 

Ｚ  ○ ○ ○ － 

*1 ○：紙様式で表現可能な項目。△：柱状図の備考欄や余白を利用して表現可能な項目。－：一般には必要

とされていない項目。 

*2 国交省の要領(案)が平成13 年8 月版から平成14 年7 月版へ改定した際の様式の追加・変更点。 

協議例 

 

●土質ボーリングであるため、電子柱状図の様式は土質ボーリング柱状図様 

式とする。 

●電子簡略柱状図のファイルフォーマットは、SXF(sfc)形式とする。 

●電子簡略柱状図の試験・検層データは標準貫入試験、粒度特性とする。 

●電子簡略柱状図の尺度は、地質断面図の尺度と整合を取る形で、1/200とする。 

●ボーリング交換用データの入力項目は、A, B, C, D1, D2, E1, F, L, N, P,Z 様式とする。

●B 様式：土質・岩種区分の入力は、土質区分コード表に従い入力を行い、岩種区分コード

表は使用しない。 

●Y 様式：備考の入力は実施しない。 

●Z 様式：フリー情報については、地層の走向・傾斜の情報を入力する。  
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2.6.4 地質平面図、地質断面図ファイルの取り扱い  
 

地質平面図、地質断面図ファイルの電子化にあたっては、図面のデータフォーマット、

ファイル命名、電子化が困難な図面の取り扱い等について、事前に協議する。 

 

（1） データフォーマット 

地質平面図、地質断面図のCAD データは、CAD データ交換標準に則したフォーマット

SXF(sfc)形式で納品する 

 

（2） 図面ファイルの分割 

図面データをスキャナ入力などにより画像データとして電子納品する際に、1 ファイ

ルではファイル容量が大きく、受発注者双方の使用するコンピュータ、およびソフトウ

ェアでは表示・印刷等が困難な場合には、図面を複数ファイルに分割し、格納すること

とする。その場合、ファイル命名における整理番号は連番とし、図面管理項目の受注者

説明文に分割した図面の概要について明記する。 

 

（3） レイヤ追加 

要領(案)で規定されていない特定の目的や主題に応じて作成される図面要素(例：地

形計測図における傾斜区分、起伏量等)を記載する場合には、受発注者間協議の上、適

宜レイヤ名を定めて、レイヤを追加する。その際、追加したレイヤ名や図面要素の内容

を図面管理項目の受注者説明文に明記する。 

ただし、責任主体、図面オブジェクトは固定とし、作図要素のみを新設し、「S-BGD-○

○○○」とする。また、新設するレイヤ名称には、既に別の意味で用いられているレイ

ヤ名称を用いてはならない。 

また、追加する図面要素に線分、文字列、及びハッチパターン(色塗りつぶし)が含ま

れる場合、線分・文字列と、ハッチパターン(色塗りつぶし)は別レイヤに格納する。 

 

（4） 地質平面図、地質断面図の併記 

地質平面図、及び地質断面図を1 図面ファイルに複数枚併記する場合、図面管理項目

の受注者説明文にその旨を明記する。 

 

（5） ハッチパターン 

地層・岩体分布を表す着色、ハッチパターンについては、要領(案)の例を参考に地質

時代や地層・岩体区分を考慮し、受発注者間協議の上、適切な着色、ハッチパターンを

使用する。 

なお、着色・ハッチパターンを使用しなくても、その分布範囲をわかりやすく表現で

きる場合は地層・岩体区分境界線と記号のみで表現しても良い。 

地質平面図、地質断面図ファイルのその他の取り扱いについては、「地質調査資料整

理要領（案）」に従う。 
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協議例 

 

●CAD データのフォーマットはSXF(sfc)形式とする。 

●整理番号は、新規業務であるため、0 とする。 

●改訂履歴は、図面作成時は0 とし、大きな変更を行った場合に番号を増加させ、最終

成果品はZ とする。 

●ルートマップについては、設計段階以降の利用頻度が低く、また、CAD化が困難であ

るため、紙で納品する。掘削面スケッチ図については、設計段階以降の利用頻度が高

く、また、CAD 化が困難であるため、図面のスキャナ入力を実施する。画像の解像度

は300dpi とし、画像データのファイル形式はTIFF とする。TIFF 画像を埋め込んだ

CAD ファイルを納品する。 

●傾斜区分を描画するレイヤを追加する。レイヤ名は、境界線、記号をS-BGD-SLP、着

色・ハッチをS-BGD-SLPF とする。 

●計画測線に沿って、地質平面図と地質縦断図を併記する。最終成果品のファイル名は

「S0GF○○○Z.拡張子」とする。 

●地層・岩体区分を表す着色は、○○を水色系統、△△を茶色系統とする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.6.5 コア写真の取り扱い  
コア写真ファイルの電子化にあたっては、ファイル形式、撮影機材、撮影方法等につい

て、事前に協議する。 

 

（1） 電子成果品 

コア写真の電子成果品は、コア箱1 箱を1 枚に収めたデジタルコア写真と、それらの

デジタル写真を編集して1 枚に繋ぎ合わせたデジタルコア写真整理結果を納品する。 

 

（2） ファイル形式 

デジタルコア写真のファイル形式はJPEG を基本とする。デジタルコア写真の品質を

高い状態で保つため、JPEG ファイルはできるだけ圧縮を行わないこととする。 

JPEG 形式は非可逆性の圧縮方式を採用しているため、圧縮を行うことにより画質が

劣化する。画像ファイルの形式として、JPEG 以外にTIFF、BMP 等があり、これらの画

像ファイルは劣化しない。 

コア写真は色調等が重要であることから、TIFF、BMP 等の形式が適切であるが、我々

が入手できる多くのデジタルカメラがJPEG 形式対応であるため、デジタルコア写真の

ファイル形式をJEPG 形式としている。 

ただし、受注者が使用する撮影機材がTIFF 形式に対応している、あるいは発注者が

TIFF形式に対応している撮影機材を受注者に貸与するなどの理由により、コア写真をよ

り高品質の状態で電子データとして保管できる場合は、受発注者間協議の上、コア写真

のファイル形式を適切なフォーマットに変更してもよい。 
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（3） 撮影機材・撮影方法 

デジタルコア写真は有効ピクセル数200 万ピクセル以上の撮影機材を使用する。ま

た、撮影時には色見本(カラーチャート)を同時に撮影する。 

コア写真は、ボーリングコアの色、亀裂の程度等の判読が重要となる。コア写真の解

像度を、少なくともコア写真に撮影した約1mm の亀裂が確認できる画質と設定すれば、

コア箱の横幅の長さは1m であることから、少なくともコアの横幅1m に対し1,000 ピク

セルの解像度が必要となる。200 万ピクセルのデジタルカメラの場合は1600×1200 ピ

クセルの解像度を有するが、コア写真の有効撮影範囲を画面の横幅の80%とすれば、1600

×0.8＝1280 ピクセルとなり、1mm の亀裂の判定に十分な解像度を有することとなる。 

これらのことから、コア写真の有効ピクセル数は、200 万ピクセル以上を推奨する。な

お、写真の中で実際のコア部分が小さくては意味がないことから、有効なコア部分の横

幅については1280(=1600×0.8)ピクセルを確保すること。 

ただし、やむを得ず200 万ピクセル以下の撮影機材を使用する等の理由により、200 万

ピクセル以下のデジタルコア写真しか作成出来ない場合には、事前に受発注者協議の

上、対応を検討する。また、35mm カメラ等で撮影した写真をスキャナで取り込むこと

や、ネガをフィルムスキャナで取り込んだものを納品する場合も、事前に受発注者協議

の上、ファイル形式や解像度等、その納品方法を決定する。 

参考として、表13に35mm フィルムをフィルムスキャナで取り込んだ場合、表14にプ

リント写真をスキャナで取り込んだ場合のスキャナ解像度と有効ピクセル数の大体の

関係を示す。 

 

表2-7     スキャナ解像度（dpi）と有効ピクセル数の関係（35mmフィルム） 

寸法（mm） 寸法（ｲﾝﾁ） 有効ピクセル数 
フィルム名称 

縦 横 縦 横 

スキャナ

解像度 縦 横 縦×横 

600 567 850 482,113

900 850 1,276 1,084,754

1,200 1,134 1,701 1,928,452

1,500 1,417 2,126 3,013,206

35nnフィルム 24.0 36.0 0.94 1.42

1,800 1,701 2,551 4,339,017
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表2-8     スキャナ解像度（dpi）と有効ピクセル数の関係（プリント写真） 

寸法（mm） 寸法（ｲﾝﾁ） 有効ピクセル数 
フィルム名称 

縦 横 縦 横 

スキャナ

解像度 縦 横 縦×横 

150 487 691 336,113

200 650 921 598,456

250 812 1,152 935,088

300 974 1,382 1,346,526

350 1,137 1,612 1,832,772

E 82.5 117.0 3.25 4.61

400 1,299 1,843 2,393,825

150 526 750 394,193

200 701 1,000 700,787

250 876 1,250 1,094,980

300 1,051 1,500 1,576,772

350 1,226 1,750 2,146,161

L 89.0 127.0 3.50 5.00

400 1,402 2,000 2,803,150

150 602 898 540,703

200 803 1,197 961,250

250 1,004 1,496 1,501,953

300 1,205 1,795 2,162,812

350 1,406 2,094 2,943,828

KG 102.0 152.0 4.02 5.98

400 1,606 2,394 3,845,000

150 750 1,051 788,386

200 1,000 1,402 1,401,575

250 1,250 1,752 2,189,961

300 1,500 2,102 3,153,543

350 1,750 2,453 4,292,323

2L 127.0 178.0 5.00 7.01

400 2,000 2,803 5,606,299
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（4） デジタルコア写真の拡大写真 

デジタルコア写真は、コア箱1 箱を1 枚のファイルに収めるが、拡大写真が必要な場

合は受発注者間協議の上、以下の取り決めを行う。 

●報告書本文の図として取り扱う場合、報告書の一部として、REPORT フォルダに格納

する。要領(案)に従い撮影したデジタルコア写真をそのまま拡大して使用する場合、

画像の品質に注意する。 

●十分な品質が保たれない場合は、別途、コアの該当部分の拡大写真を撮影し直し、報

告書に添付する。 

●デジタルコア写真の拡大写真を報告書の一部として納品せずに、別途整理する場合

は、BORING¥OTHRS フォルダを利用する。 

 

（5） デジタルコア写真、デジタルコア写真整理結果の補正 

デジタルコア写真、デジタルコア写真整理結果は原則として、大きさ、歪み、色調等

の補正を行ってはならない。補正の必要がないようにコア写真撮影時に十分注意して撮

影を行うものとするが、やむなき理由により補正の必要が生じた場合は受発注者間協議

の上、その補正方法を決定する。 

●デジタルコア写真は、大きさ、歪み、色調等の補正を一切行ってはならない。 

●デジタルコア写真整理結果についても原則として補正を行ってはならない。やむを得

ず写真ごとに大きさの違いや歪みがでた場合、必要に応じて補正しても良いが、補正

は最低限に留めることとし、色調補正などによりコアの状況を意図的に改ざんしては

ならない。 

 

その他のコア写真の取り扱いは、「地質調査資料整理要領（案）」第5 章に従う。 

 

協議例 

 

●発注者が受注者に必要機材を貸与することにより、デジタルコア写真、及びデジタル

コア写真整理結果のファイル形式はTIFF 形式とする。また、TIFF ファイルはLZW の

圧縮を行わない。 

●デジタルコア写真は、35mm カメラで撮影した写真ネガをフィルムスキャナで取り込

んだものを納品する。スキャナ解像度は1200dpi(約200 万ピクセル相当)とし、ファ

イル形式はTIFF 形式とする。 

●コア写真の拡大写真は、デジタルコア写真とは別に該当部分の拡大写真を撮影し、報

告書の一部としてREPORT フォルダに格納する。 

●デジタルコア写真、デジタルコア写真整理結果の大きさ、歪み、色調等の補正は一切

行わない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.6.6 土質試験・地盤調査結果ファイルの取り扱い  
土質試験・地盤調査結果ファイルの電子化にあたっては、以下について、受発注者間に

おいて十分考慮し、事前に協議する。 

 

（1） 電子成果品 

土質試験・地盤調査の電子成果品は、表2-9の項目を電子成果物として納品する。 
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表2-9 土質試験・地盤調査の電子成果品 

成果品の種類 電子成果物の名称 備考 

(1) 電子データシート PDFデータ 

(2) データシート交換用データ 

電子データシートを作成した基とな

る電子データが存在し、提出可能な

場合に納品する。 

データシート 

(3) 土質試験結果一覧表データ XMLデータ 

 

データシート交換用データについは、「CALS 対応委員会報告書」(社団法人地盤工学

会)を基に、今後その仕様や納品方法について規定する予定であるが、現段階ではデー

タシート交換用データの電子フォーマットの実装方法が確定していないこと、データシ

ート閲覧用のビューワソフトが未整備であることにより、当面の暫定措置として、基本

的には電子納品の対象外とする。 

 

協議例 

 

 

 

 

●土質試験・地盤調査の電子成果物として、電子データシート、土質試験結果一覧表デ

ータを納品する。データシート交換用データは納品の対象外とする。  

 

2.6.7 現場写真ファイルの取り扱い  
現場写真ファイルの電子化にあたっては、その格納方法について、受発注者間で事前に

協議すること。 

 

（1） 納品方法 

現場写真については、受発注者間協議により、以下のいずれかの方法を選択し、電子

データを納品すること。 

①現場写真データを報告書にイメージデータとして貼り込み納品する方法。データを

「REPORT」フォルダに格納する。 

②「電子化写真データの作成要領(案)」に従う方法。データを「PHOTO」フォルダに格

納する。 

（2） 有効画素数 

電子化図面データの作成要領(案)では、写真の有効画素数を100 万ピクセル程度とし

ている。 

35mm カメラ等で撮影した現場写真をスキャナで取り込む場合でも同基準を参考とし

て、100 万ピクセル程度の解像度でファイル作成を行う。撮影対象物が容易に判別でき

ない場合や黒板の文字が識別できない場合には、スキャナの解像度を適宜調整する。ス

キャナ取り込み時の解像度については、表17および表18を参照する。 

 

協議例 

 
●業務で作成する現場写真は、報告書参考資料にイメージデータとして貼り込む。 

●35mm カメラで撮影した写真ネガをフィルムスキャナで取り込む際には、100 万ピクセル

相当の解像度(900dpi 程度)で取り込みを行う。  
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2.6.8 その他の地質調査資料ファイルの取り扱い  
 

要領(案)で規定されていないその他の地質調査資料で、電子成果品の提出が必要とされ

るものについては、「地質調査資料整理要領(案)」「第1 章一般5 その他の地質調査資料

について」の規定に従い、その対象範囲、ファイル形式、ファイル名等を受発注者間で協

議の上、決定すること。 

 

（1） 対象 

観測値の生データ、試料・供試体写真、ボアホールスキャナ画像等の要領(案)で定め

られていない地質調査資料のうち、受発注者協議の上、電子納品を行うことになった成

果品を対象とする。 

基本的に電子化が容易な成果物(テキストデータ、画像データ等)を対象とする。電子

化が困難なデータ、電子化することにコストがかかる成果品については、むやみに電子

化を行わないものとする。 

 

（2） ファイル形式 

受発注者間で電子データを交換する際に支障がないように、事前に適切なファイル形

式を決定することが望ましい。また、ファイル名の付け方についても協議の対象とする。 

 

協議例 

 

●観測値の生データをTXT 形式で、試料・供試体写真をJPEG 形式で納品する。 

ファイル名はそれぞれ、○○0001.txt、△△0001.jpg とする。  
 

 

 

 

 
2.7 用地調査等業務の電子納品  
用地調査等業務は、大きく用地測量と補償調査に分かれている。用地測量の電子納品につ

いては、農林水産省の「測量成果電子納品要領（案）」で策定済みであるが、補償調査の電

子納品については、要領等が未策定である。農林水産部においては、農林水産省の要領（案）

を準用することを基本方針としているため、策定済みである用地測量と未策定の補償調査業

務とに分けて、実施方針を定めた。 

 
2.7.1 用地測量成果の電子納品  
（１）電子化実施方針  

  用地測量成果の電子納品については、「５-５測量成果の電子納品」にしたがって行

う。土地調査データについては、従来通りフロッピーディスクで納品する。 

 

（２）福岡県独自の電子納品対象成果物のファイル名と格納フォルダ  
用地測量に関する成果品のうち、福岡県農林水産部独自で電子化納品対象と定めた

ものについては、「農林水産省との差異」の項を参照すること。  
なお、本運用は、農林水産省の同要領（案）の改訂によって電子納品対象成果物が拡

大し、別成果物で同ファイル名の存在が生じるまでの暫定措置とする。 
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（３）用地関係の作図要素の格納レイヤ  
用地関係の作図要素については、監督員との協議の上、受注者が必要に応じてレイヤ

（×-BMK-ROW1～ROWn）を作成し、適宜格納する。 

 
【解説】用地関係の作図要素の格納レイヤ 

電子化図面データの作成要領(案)においては、用地境界（幅杭）に関するレイヤ名

は、×-BMK-ROW のみとしているが、実際、筆境や用地取得線などは、規程に従った

色分けをするために、複数のレイヤに格納する必要がある。 

電子化図面データの作成要領(案)では、レイヤ名一覧に該当しないものの取り扱い

は、以下の運用としている。 

１．その他の構造物を表すレイヤ（×-OTRS）に格納 

２．同一の図面オブジェクトが複数存在して区別する必要があって止むを得ない場合に

は、監督員との協議の上で作図要素の表記を適宜変更してレイヤを作成する。その場

合は、作成したレイヤ名及び作図内容の概要を図面 管理ファイルの「受注者説明文」

に記述する。 

用地関係の作図要素については、区別する必要性がある同一の図面オブジェクトで

あることから上記２を適用し、受注者が×-BMK-ROW1～ROWn を作成し、適宜格納する

ものとする。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2.7.2 補償調査成果の電子納品  
 

（1）電子化実施方針 

補償調査等業務は、基本的に電子納品の対象外とし、従来どおりの紙媒体による納品

とする。ただし、今後のCALS/EC 推進を考慮し、再利用の可能性のある成果物等につい

ては、受発注者協議によって可能なものについては電子納品を行うものとする。 

当運用は、農林水産省の電子納品要領（案）策定までの当面の措置とする。 

 

（2）成果品を電子納品する場合成果物に含まれる文書や図面が、発注者で再利用し、か

つ、発注者側の環境において利用可能な一般ソフトウェア（ワープロ、表計算、CAD な

ど）により作成されている場合は、受発注者間の協議の上、可能なものについてオリジ

ナルデータを提出する。特定業務専用ならびに特殊なソフトウェアによって成果物が作

成されている場合のオリジナルデータの提出は、受発注者間協議により決定する。 

 

（3）成果品のデータファイル形式の例 

参考までに、補償調査業務の成果品項目に対する電子データファイル形式の例を表１６

に示す。この成果物項目は国土交通省における成果品項目について、想定されるファイル

形式を示したものであり、福岡県が発注する用地調査等の業務成果品を網羅したものでは

ない。各業務の着手時協議にあたっては、この表を参考に成果物のデータファイル形式を

受発注者間で協議されたい。 
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表2-10                             必要性：○→必須、▲→協議で可能な場合、×→対象外 
福岡県電子化（案） 業

種 

項

目 
細目 主な成果品 

必要性 ﾃﾞｰﾀ形式 備  考 

転写原図 × 対象外  

転写図 ▲ PDF 協議によりCAD形式も可地図の転写 

転写連続図 ▲ PDF 協議によりCAD形式も可

土地登記簿調査表（一覧） ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  
土地登記簿の調査 

土地調査表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

建物登記簿調査表（一覧） ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  
建物登記簿等の調査 

土地調査表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

権利者調査表（土地） ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

権利者調査表（建物） ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

法人登記簿又は商業登記簿 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  
権利者の確認調査 

相続関係説明図 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

基地管理者調査表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

権

利

調

査 

基地管理者等の調査 
基地使用者調査表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

標準地評価調書（案） ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

比準調書（案） ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  土地評価 

残地補償金算定調書（案） ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

土

地

評

価 建物等の配置図 建物等の配置図 ▲ CAD  

建物平面図 ▲ CAD  

建物立面図 ▲ CAD  

木造建物[Ⅰ]調査表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

木造建物[Ⅰ]数量計算書[外壁] ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

木造建物[Ⅰ]数量計算書[内壁] ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

木造建物[Ⅰ]数量計算書[床・天] ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

木造建物[Ⅰ]数量計算書[建具] ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

木造建物[Ⅰ]数量計算書[その他] ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

木造建物[Ⅰ]推定再建築費計算書 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

建物移転料計算書 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

取りこわし純工事費計算書等 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

運搬工事費・廃材処分費計算書 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

木造建物 

曳家工事計算書 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

各種図面 ▲ CAD  

工事内訳明細表総括表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

工事工程表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  
木造特殊建物 

工事内訳明細表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

各種図面 ▲ CAD  

工事内訳明細表総括表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

工事工程表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  
非木造建物 

工事内訳明細表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

必要とする図面 ▲ CAD  
機械設備 

工作物調査表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

必要とする図面 ▲ CAD  
生産設備 

工作物調査表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

必要とする図面 ▲ CAD  

工作物調査表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

墳墓調査表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  
附帯工作物 

立竹木調査表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

必要とする図面 ▲ CAD  

計画概要表（検討資料） ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

計画概要表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

計画概要比較表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

建

物

等

の

調

査 

照応建物の詳細設計 

面積比較表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

営業調査総括表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

事業概要説明書 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

従業員調査表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

設備、機械器具調査表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

生産及び販売実績調査表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

受注又は顧客動向調査表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

在庫率及び回転率調査表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

用

地

調

査 

営

業

そ

の

他

の

調

査 

営業に関する調査 

得意先喪失調査表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  
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福岡県電子化（案） 業

種 

項

目 
細目 主な成果品 

必要性 ﾃﾞｰﾀ形式 備  考 

移転広告費調査表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

営業の権利調査表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

団定資産及び流動資産調査表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

仕入先調査表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

業種別算定（１）製造業 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

業種別算定（２）卸・小売業 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

業種別算定（３）飲食・サービス業 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

業種別算定（４）建設業 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

営業補償額総括表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

事業所及び営業概要書 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

営業補償方法認定書 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

移工法別経済比較表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

認定収益額算定表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

固定的経費内訳表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

固定的経費附属明細表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

固定資産の売却損補償内訳表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

人件費内訳表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

移転広告費内訳表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

移転工法表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

損益計算書比較表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

営業に関する調査 

各種調査資料 × ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

居住者調査表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  居住者に関する調査

等 居住者調査義 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

営

業

そ

の

他

の

調

査 

動産に関する調査等 動産調査表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

消費税等調査 消費税調査表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

企業概要書 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

配置図 ▲ CAD  

平面図 ▲ CAD  

立面図 ▲ CAD  

矩計図 ▲ CAD  

移転工法案検討概要書（企業概要） ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

移転工法案検討概要書 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

移転工法各案の比較表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

計画概要表（検討資料） ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

計画概要表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

面積比較表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

予備調査 

補償額検算調書 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

企業概要書 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

企業概要書 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

配置図 ▲ CAD  

平面図 ▲ CAD  

立面図 ▲ CAD  

矩計図 ▲ CAD  

移転工法案検討概要書（企業概要） ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

移転工法（計画）案検討概要書 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

移転工法各案の比較表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

計画概要表（検討資料） ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

計画概要表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

計画概要比較表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

面積比較表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

補償額績算調書 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

移転工法案の検討 

企業概要書 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

再算定業務 再算定又は再調査に関する調査・算定表 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

説明資料 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  
補償説明 

補償説明等記録簿 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

事業認定申請図書（案） ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  
事業認定申請図書作成 

本申請図書 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

写真台帳の作成 写真台帳 × 対象外 法律上困難 

土地調書 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  

用

地

調

査 

土地調書及び物件調書作

成 物件調書 ▲ ｵﾘｼﾞﾅﾙ  
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（4）成果物提出部数 

従来と同様の紙媒体による成果物を2 部提出する。電子データを提出する場合は、フ

ォルダ名およびファイル名に成果品名を付ける等、わかり易く整理・格納したCD-R（フ

ォーマットは自由）またはDVD-Rを1 部提出する。CD-RまたはDVD-Rのラベルについては、

「設計業務等の電子納品要領（案）」に依らなくても良いが、「設計書番号」も含めた

正式な「業務名称」に加え、「参考資料」と明記するものとする。 
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3 営繕事業編  
 

3.1 電子納品適用項目  
3.1.1 営繕工事  
営繕工事の電子納品適用項目を表3-1に示す。 

 

表3-1 営繕工事の電子納品適用項目 

種別 分類 原則として電子納品を行うべき工事

関係資料 

格納フォルダ 

工事写真※1    

施工計画書  PLAN 

工程表  SCHEDULE 

打合せ簿  MEET 

機材関係資料 試験計画書（機材検査に伴うもの） MATERIAL 

施工関係資料 試験計画書（施工検査に伴うもの） 

施工報告書 

工事実施状況報告書（月報） 

PROCESS 

検査関係資料  INSPECT 

発生材関係資料 発生材調書 

処理報告書 

SALVAGE 

完成図 完成図（主要機器図を除く） DRAWINGF 

保全に関する資料 主要材料機器一覧表 

保全に関する説明書 

官公署届出書類一覧表 

MAINT 

工事関係資料 

  OTHRS 

※1 工事写真は、「工事写真の撮り方」に従い、別途CD-RまたはDVD－Rに格納して納品する。 
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3.1.2 建築設計業務  
 

建築設計業務の電子納品適用項目を表3-2に示す。 

 

表3-2建築設計業務の電子納品適用項目 

資料大分類 資料小分類 資料名称 格納フォルダ 

図面 全ての設計図CAD ファイル DRAWING 

建築 計画説明書、工事費概算書、 

構造計画概要書、仕様概要書 

REPORT 

電気設備 電気設備計画概要書、仕様概要書、工

事費概算書、電気設備現地調査書 

REPORT 

機械設備 空気調和設備計画概要書、給排水衛生

設備計画概要書、昇降機設備計画概要

書、仕様概要書、工事費概算書、機械

設備現地調査書 

REPORT 
基本設計 

その他 設計説明書 REPORT 

図面 全ての設計図CAD ファイル DRAWING 

建築 計画通知図書、構造計算書、仕様書、

建築工事積算数量調書、防災計画図

書、省エネルギー関係計算書 

REPORT 

電気設備 計画通知図書、各種計算書、電気設備

工事積算数量調書、防災計画図書、省

エネルギー関係計算書 

REPORT 

機械設備 計画通知図書、各種計算書、機械設備

工事積算数量調書、防災計画図書、省

エネルギー関係計算書 

REPORT 

実施設計 

その他 コスト縮減検討報告書、リサイクル計

画書、設計説明書、技術検討報告書 

REPORT 

 

 

3.1.3 工事監理業務  
 工事監理業務の電子納品適用項目を表3-3に示す。 

表3-3    工事監理業務の電子納品適用項目 

資料大分類 資料小分類 資料名称 格納フォルダ 

報告書 報告書、提案書、指示書、協議書 REPORT 監 理 業 務 報 告

書 打合せ簿 打合せ簿 REPORT 
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3.1.4 耐震診断業務  
 耐震診断業務の電子納品適用項目を表3-4に示す。 

 表3-4  耐震診断業務の電子納品適用項目 

資料大分類 資料小分類 資料名称 格納フォルダ 

報告書 診断総括表、各部門別診断結果表、調査報

告書、各部門別計算書 

REPORT 

総合耐震診断 

打合せ簿  REPORT 

報告書 報告書改修基本計画報告書、調査報告書 REPORT 改修基本計画 

打合せ簿  REPORT 

 

3.2 ファイル名  
営繕工事電子納品要領（案）及び建築設計業務等電子納品要領（案）で示したように、フ

ァイル名は受注者が自由に設定できる。 

半角8 文字以下で名称を設定するために、ファイル名の設定に戸惑う場合も想定されるこ

とから、ファイル名の参考例を以下に示す。ただし、参考例に従う必要はなく、参考例のよ

うに資料ファイル・図面ファイルとオリジナルファイルの名称に関連性を持たせる必要もな

いことに、十分留意されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3-5   ファイル名のXXXXX部及びZZ部に使用する名称 
種別 フォルダ名称 XXXXX ZZ 

PLAN PLAN PL 

SCHEDULE SCHED SC 

MEET MEET ME 

MATERIAL MATER MR 

PROCESS PROCE PR 

INSPECT INSPE IN 

SALVAGE SALVA SA 

DRAWINGF DRAWF DF 

MAINT MAINT MA 

営繕工事 

OTHERS OTHERS OT 

REPORT REPOR RE 
建築設計業務等 

DRAWING DRAW DR 

オリジナルファイル名  

ZZNNN_MM.AAA 
 

ZZ:大文字のアルファベット 2 文字  
（表３－１による）  

NNN:数字 3 文字  
資料フォルダ図面ファイルの連番（001～999）

アンダーライン 1 文字 :”_” 

MM:数字 2 文字  
１の資料ファイル、図面ファイルに対応する

オリジナルファイル内で連番（001～999）  

AAA:拡張子 3 文字  
オリジナルファイル作成ソフト固有の拡張子  

資料ファイル名、図面ファイル名  

XXXXXNNN.YYY 
 

XXXXX:大文字のｱﾙﾌｧﾍﾞｯﾄ５文字以内  
（表３－１による）  

YYY:拡張子 3 文字 資料ファイルは“PDF”  
図面ファイルは“P21”  

NNN:数字 3 文字  
同一フォルダ内で連番（001～999）  
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3.3 地理情報について  
業務管理ファイル、工事管理ファイル及び図面管理ファイルに、施設及び建築物の基準点

位置情報を記入する際は世界測地系で記入する。日本では、平成14 年4 月1 日より日本測

地系から世界測地系へ移行したため、市販の電子地図等では日本測地系で表示されるものも

あり注意が必要である。 

なお、国土地理院のホームページにおいて、各種変換ツール、地理情報等が公開されてい

る。 

日本測地系から世界測地系への変換 

http://vldb.gsi.go.jp/sokuchi/tky2jgd/about.html 

平面直角座標系から緯度・経度への変換 

http://www.gsi.go.jp/SERVICE/survey/prog.htm 

数値地図2500 

http://www.gsi.go.jp/SERVICE/index.html 

 

3.4 用語について  
設計図書、設計仕様書、工事監理仕様書において、ほぼ同義の資料の名称が異なる場合が

あるが、電子成果物の管理上同じ用語を用いることが望ましいため、電子納品の実施にあた

っては表に示す用語を用いることとする。 

 

表3-6  工事関係資料名称の対比表 

電子納品の実施にあたって用いる用語 設計図書、設計仕様書、工事監理仕様書において規定され

ている用語 

打合せ簿 打合せ記録、打合せ記録簿、打合せ議事録 

防災計画図書 防災計画書 

機材 材料、機器及び材料 

受注者 請負者※１ 

※1：工事管理項目、本ガイドライン（案）において用いている。 
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4  本ガイドラインについて 
 

  福岡県農林水産部 農山漁村振興課 技術管理係  
電話番号（代表）：０９２－６５１－１１１１（内線３８７０）  
ファクシミリ  ：０９２－６４２－４６０５  

 メールアドレス ：nougyo@pref.fukuoka.lg.jp 
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5 別紙  
5.1 帳票一覧  

 
表 5-1 

対象項目  ファイル形式  備考  
□業務管理ファイル  XML  
報告書フォルダ   

□報告書管理ファイル  XML  
□報告書ファイル  PDF  
報告書オリジナルファイルフォルダ   

 

 □報告書オリジナルファイル  (協議による)  
図面フォルダ   

□図面管理ファイル  XML  

 
□図面ファイル  SXF（sfc）  

H1７年度までに限り、困難
な場合は協議により決定

可  
測量データフォルダ   

□測量成果管理ファイル  XML  
□測量記録  (協議による)  
□測量成果  (協議による) 

 

地質データフォルダ   
□地質情報管理ファイル  XML  
ボーリング交換用データフォルダ    
 □ボーリング交換用データ  XML  
電子柱状図データフォルダ    
 □電子柱状図データファイル  PDF  
電子簡略柱状図データフォルダ    

 
□電子簡略柱状図データファ

イル  
SXF（sfc）  

H1７年度までに限り、困難
な場合は協議により決定

可  
コア写真フォルダ    

□コア写真管理ファイル  XML  
 

□コア写真  JPG  
土質試験および地盤調査フォルダ    

□土質試験および地盤調査管

理ファイル  XML  

□電子データシート  PDF  
□データシート交換用データ  (協議による)  

 

□土質試験結果一覧表データ  XML  
その他地質調査資料    

□その他管理ファイル  XML  

 

 
□その他地質調査資料  (協議による)  
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6 付録  
6.1 着手時協議例  

 
（工事）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・工事番号 

CD-RまたはDVD－R に記入する「設計書番号」は、○○―○○○○○○○○○○○○
○とする。 

・電子納品対象成果物および適用基準等 

本工事では、工事写真および完成図書を電子納品の対象とし、「工事完成図書の電子

納品要領（案）」及び「福岡県農林水産部（県営農業農村整備事業）電子納品運用ガイ

ドライン（案）」に従い納品する。 

・工事写真 

工事写真は、基本的にデジタルカメラで撮影し、有効画素数100万画素以上または黒板

の文字が判読できる解像度とする。（電子化写真データの作成要領（案）・・Ｐ７） 

トンネル内等、デジタルカメラでの撮影結果が良好でない場合は、従来型（銀塩方式）

カメラで撮影したネガまたはプリントをスキャナで読み取ってイメージデータ化する。

この場合、写真のネガおよびプリントは整理・保管し、発注者から請求があった場合に

は提出する。 

・契約関係書類 

工事着手時に電子データとして発注者から受領していないもの（発注図面、特別仕様

書）および電子化の難しいものは対象外とする。 

・完成図書 

工事打合書等の電子納品／情報共有システムに登録した添付ファイルについては、

「電子納品／情報共有システム」からファイルのダウンロードを行い納品する。 

・PDF ファイル 

ミルシート、品質証明書、その他の書類について、電子化によって著しく作業効率が

低下するものは、紙による納品とする。 

契約関係書類については、従来通り紙で提出する。 

新規に作成するものは、オリジナルデータ（ワープロソフト、表計算ソフト、CAD ソ

フトなどオリジナルデータとして取り込む）として電子化する。 

・完成図 

設計図面がCAD データで支給されたもので、「電子化図面データの作成要領(案)」に従

っていない場合は、本工事で作成する完成図のレイヤのみを「電子化図面データの作成要

領(案)」 にしたがって、納品する。 

施工承諾図のうちDRAWINGF に納める図は、最終的な構造物形状のもののみとし、施工

途中でのみ必要になった図は納品しない。 

・電子成果物の提出 

電子成果物の提出について、データを格納したCD-RまたはDVD－R を２部印刷出力（工
事写真は除く）を簡易製本したものを1部提出する。 

電子成果物は、データを格納したCD-R を正副各２ 部提出する。 

紙による書類は、従来と同様な形態で提出する。  
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           （業務委託）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・設計書コード 

業務管理情報ファイルおよび電子媒体ラベルに記入する「設計書番号」は、○○―

○○○○○○○○○○○○○とする。 

・電子納品対象成果品および適用基準等 

本工事では、報告書、設計図面、○○○○、および○○○○を電子納品の対象とし、

「設計業務等の電子納品要領（案）」および「「福岡県農林水産部（県営農業農村整備

事業）電子納品運用ガイドライン（案）」に従い納品する。 

・報告書類 

報告書は、受注者側では○○で作成し、納品時も同じとするが、バージョンは○○

とする。業務中の発注者とのメールによるデータのやり取りは、PDFで行う。 

数量計算書は、□□バージョン△△で作成する。業務中の発注者とのメールによる

データのやり取りも同様とする。 

業務打合書については、情報共有システムにおける決裁画面をPDF化したものと添付

したオリジナルファイル（PDF ファイルも含む）とを納品する。 

・設計図面 

設計図面を作成するCAD ソフトウェアは、OCF 検定に合格したものを使用し、納品

時には「電子化図面データの作成要領(案)」に準拠し、SXF（sfc）形式に変換して提出

する。 

業務中における受発注者間でのデータのやり取りは、△△形式で行う。 

紙で支給した地形図については、スキャニングを行い、イメージデータとしてCAD図

面に貼り付け、「電子化図面データの作成要領(案)」に従い納品する。 

CADデータで支給された図面のうち、「電子化図面データの作成要領(案)」に従ってい

ない図面については、本業務で新規に作成するレイヤのみを電子化図面データの作成要

領(案)に従い納品する。 

・現場写真 

現場写真については、イメージ化したものを報告書内に貼り付け、報告書の一部と

して取り扱う。 

・電子納品対象外の成果品 

パンフレットについては、現物を納品する。 

CG パースについては、印刷出力の他、データを格納したCD-RまたはDVD-Rを別途作 

成し、提出する。データ形式はJPEG とし、圧縮率は極力低くする。 

CGアニメーションについては、パソコンで再生ができるAVI又はMPEG形式でCD-R を

別途作成し、納品する。 

・電子成果物の提出 

電子成果物の提出について、データを格納したCD-RまたはDVD－R を２部、およびデ
ータの印刷出力（地質･土質調査のコア写真は除く）を簡易製本したもの 

を 1 部提出する。  
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（地質・土質調査）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・設計書コード 

業務管理情報ファイルおよび電子媒体ラベルに記入する「設計書番号」は、○○―

○○○○○○○○○○○○○とする。 

・電子納品対象成果物および適用基準等 

本業務における全ての成果品は、「地質調査資料調査要領」、「設計業務等の電子

納品要領（案）（以下、要領（案））および「電「福岡県農林水産部（県営農業農村整

備事業）電子納品運用ガイドライン（案）」（以下、ガイドライン）」に従い納品する。

・報告書 

報告文について、オリジナルデータの作成はワープロソフトの○○、もしくは表計

算ソフトの○○○を使用する。ただし、データ保存時はバージョン××形式で保存する

こととする。 

イメージデータの作成は○○形式に変換できるソフトを使用する。 

・ボーリング柱状図 

要領(案)、ガイドライン（案）に従い、ボーリング交換用データ、電子柱状図、電

子簡略柱状図を納品する。 

・地質平面図、地質断面図(DRAWING) 

要領(案) 、ガイドライン（案）に従い、地質平面図、地質断面図を納品する。 

・コア写真 

要領(案) 、ガイドライン（案）に従い、デジタルコア写真、デジタルコア写真整理

結果を納品する。 

・土質試験及び地盤調査 

要領(案)、ガイドライン（案）に従い、電子データシート、土質試験結果一覧表デ

ータを納品する。データシート交換用データは納品の対象外とする。 

・現場写真 

現場写真は、報告書中にイメージデータを貼り付け納品する。 

・その他の地質調査資料 

その他の地質調査資料として、観測値の生データ、試料・供試体写真をBORING\OTHRS 

フォルダに格納し、納品する。 

・図面 

CAD データの作成はSXF(sfc)形式に対応可能なソフトを使用する。（ソフトウェア

は、OCF 検定に合格したものを使用する）ただし、業務中における受発注者間でのデー

タのやり取りは、○○形式で行う。 

・電子成果物の提出 

電子成果物の提出について、データを格納したCD-RまたはDVD-Rを２部、およびデー

タの印刷出力（コア写真は除く）を簡易製本したものを1 部提出する。  

 

35 



 

              （測量業務）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・設計書コード 

業務管理情報ファイルおよび電子媒体ラベルに記入する「設計書番号」は、○○―

○○○○○○○○○○○○○とする。 

・電子納品対象成果物および適用基準等 

本業務における全ての成果品は、「測量成果電子納品要領（案）」および「福岡県

農林水産部（県営農業農村整備事業）電子納品運用ガイドライン（案）」に従い納品す

る。 

・報告書類 

報告書の作成ソフトは、受注者側では○○社○○とし、納品時も同じとするが、バ

ージョンは○○とする。発注者とのデータのやり取りは、PDFで行う。 

・図面 

図面は、公共測量作業規程による納品の他、電子化図面データの作成要領（案）に

準拠したレイヤで作成し、SXF（sfc）形式で納品する。 

業務中における受発注者間でのデータのやり取りは、△△社の○○形式で行う。 

・現場写真 

現場写真については、イメージ化したものを報告書内に貼り付け、報告書の一部と

して取り扱う。 

・電子納品対象外の成果品 

検符および押印については、点検用に紙出力したものに行い、現物を納品する。 

第三者機関が検定した測量成果および検定証明書は、紙で納品する。 

・電子成果物の提出 

電子成果物は、データを格納したCD-RまたはDVD－R（第三者機関が検定を行う場合
は検定済みマーク入り）を正副各1 部、紙成果物を1 部提出する。 

紙成果物は、印刷出力したものを簡易製本したもので良い。 
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           （営繕工事）  
 
・工事番号 

工事管理情報ファイルおよび電子媒体ラベルに記入する「設計書番号」は、○○

―○○○○○○○○○○○○○とする。 

・電子納品対象成果品および適用基準等 

本工事では、工事写真および工事関係資料の一部を電子納品の対象とし、「工事

完成図書の電子納品要領（案）（以下、要領）」および「福岡県農林水産部（県営

農業農村整備事業）電子納品運用ガイドライン（案）」（以下、ガイドライン）」

に従い納品する。 

・工事写真 

本工事においては、工事写真を格納するCD-R をISO9660（レベル1）とするため、

工事写真のファイル名は、ファイル名8 文字、拡張子3 文字の8.3 形式とする。 

・工事関係資料 

ガイドライン（案）に記載されている工事関係資料については、原則として電子

納品の対象とする。また、完成図、主要材料機器一覧表、官公署届出書類一覧表、

鍵・備品・工具リストについては、PDF ファイルと併せてオリジナルファイルも納

品する。 

工事関係資料を作成するソフトについて、文書類は○○および□□を使用し、バ

ージョンは各々△△、□□とする。 

その他の工事関係資料については、基本的にはスキャナで読み取ったものをPDF 化

し、それをオリジナルファイルにも使用して納品するが、電子化によって著しく作

業効率が低下するものは、受発注者協議により、紙による納品とする。 

紙で支給された設計図面を基に完成図を作成する場合は、可能な限りスキャナで

読み取ったものをCAD データ内に貼付けて電子化する。設計図面がCAD データで支

給されたものについては、要領（案）に従い納品する。 

・電子成果物の提出 

電子成果物の提出について、データを格納したCD-R またはDVD－Rを２部、およ
びデータの印刷出力（工事写真は除く）を簡易製本したものを1 部提出する。 

工事写真については、別途CD-RまたはDVD-Rに格納する。 

紙による書類は、従来と同様な形態で提出する。  
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           （建築設計）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・設計書コード 

業務管理情報ファイルおよび電子媒体ラベルに記入する「業務番号」は、○○―○

○○○○○○○○○○○○とする。 

・電子納品対象成果物および適用基準等 

本業務における全ての成果品は、「設計業務等の電子納品要領（案）（以下、要領）」

および「福岡県農林水産部（県営農業農村整備事業）電子納品運用ガイドライン（案）」

（以下、ガイドライン）」に従い納品する。 

・資料 

資料を作成するソフトは○○○又は□□を使用し、バージョンは各々○○、△△と

する。 

捺印が必要な資料について、情報共有システムを用いて決裁が済んでいるものは、

その画面をPDF ファイル化したものと添付したファイルとを（PDF ファイルも含めて）

を納品する。 

その他の資料については、基本的にはスキャナで読み取ったものをPDF化し、それ

をオリジナルファイルにも使用して納品するが、電子化によって著しく作業効率が低

下するものは、受発注者協議により、紙による納品とする。 

・設計図面 

設計図面は、要領（案）に準拠して作成し、SXF（sfc）形式で納品する。 

オリジナルデータについては、○○CAD を使用し、業務中における受発注者間での

データのやり取りは、△△形式で行う。 

・電子納品対象外の成果物 

資料のうち、○○書については、電子化により効率性が著しく低下するため、電子

納品対象外とし、紙による納品とする。 

・電子成果物の提出 

電子成果物の提出について、データを格納したCD-RまたはDVD-Rを２部、およびデ 

ータの印刷出力（地質･土質調査のコア写真は除く）を簡易製本したものを1 部提出

する。 
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7 福岡県農林水産部電子納品要領と農林水産省との差異  
 

 

 

 

 

 

電子納品の要領基準については、基本的に農林水産省策定のものを準用するが、一部福岡県

が独自に仕様変更したものがある。変更項目は以下とおりである。また、各種管理項目につ

いては、福岡県の記述方法を本要領に示しているので、基準に従い、管理ファイルに格納す

ること  

表 7-1 

内容  
要領  項目  

農林水産省  福岡県（農林水産部）

・工事完成図書の電子納

品要領（案）  

・ 設 計業務等の電子納品

要領（案）  

・ 測 量業務成果電子納品

要領（案）  

・ 営 繕工事電子納品要領

（案）  

・ 建 築設計業務等電子納

品要領（案）  

共通仕様書について  農 林 水産省が発行する共

通仕様書を適用。  

福 岡 県が発行する共通仕

様書を適用。  

・ 工 事完成図書の電子納

品要領（案）  

5 ファイル形式  

(2)ポンチ絵等について  

ポ ン チ絵等については、

必ずしも「電子化図面デ

ータの作成要領（案）」

に従う必要はない  

ポ ン チ絵等については、

必ずしも「電子化図面デ

ータの作成要領（案）」、

「電子化写真データの作

成要領（案）」に従う必要

はない  

「 SURVEY」 フ ォ ル ダ に つ

いて  

「 SURVEY」 フ ォ ル ダ に は

測量の電子データファイ

ルを格納する  

「SURVEY」フォルダには測
量の電子データファイルを

「 測 量 成 果 電 子 納 品 要 領

（案）」に従い格納する。  

納品対象外の成果品フォル

ダについて 

記載なし  納品対象外の成果品につい

ては、空のフォルダのみ作成

し、フォルダ内にはファイル

は置かない。  

測量データファイルのファ

イル形式について 

測 量 データファイルを作

成するソフト及びファイ

ル形式については、受発

注者双方で協議し決定す

る。  

測量データファイルのファ

イル形式については、「測量

成果電子納品要領（案）」に

従うものとする。  

付 属 資 料 ４  写 真 に つ い

ての留意事項について  

記載なし  、写真データを報告書内へ貼

り付け、報告書の一部として

納品する場合は、「電子化

写 真 デ ー タ の 作 成 要 領

（案）」による電子納品の適

用外とする。  

・設計業務等の電子納品

要領（案）  
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内容  
要領  項目  

農林水産省  福岡県（農林水産部）

付属資料５  報告書ファイルの PDF 変換について   

・ 設 計 業務等の電子納品

要領（案）  
用紙サイズについて  用 紙サイズを A4 縦 の 標

準設定で、ファイル変換

する。  

ファイル変換時の用紙サイ

ズ設定は、基本的には A4 縦
とするが、A4 横サイズおよ
び A3横サイズの原稿につい
ても、そのまま変換して良

い。  

ファイルサイズについて 記載なし  報 告 書 製 本 時 の 1 冊 分

が、１つの PDF 形式ファ

イルとなることを原則と

する。ただし、報告書フ

ァイルが 10Mbyte を超え

る場合には、閲覧時の利

便性やシステムの環境を

考慮しつつ、１ファイル

あたり 10Mbyte 以下に分

割する。  

記載なし  報 告 書オリジナルファイ

ルについて  

 

 

 

 

 

報 告 書 オリジナルファイ

ルは、ワープロや表計算

などのソフトウェアで作

成し、 PDF 形 式 フ ァイル

は、それらのソフトウェ

アから直接作成するとを

原則とする。  

 

紙 原 稿の取り扱いについ

て  
記載なし  PDF 形 式 デ ータの出力が

困難なソフトウェアで作

成した原稿、あるいは紙

以外では存在しない原稿

（パンフレットなど）に

ついては、紙の原稿をス

キャナでイメージデータ

に変換し、これを PDF 形

式 フ ァイルに変換したも

のを報告書オリジナルフ

ァイルとしても良い。こ

の場合、報告書フォルダ、

報告書オリジナルフォル

ダともに PDF ファイルを

格納する。  

2-2 測量フォルダ構成  

 

地形測量 /測量記録 /撮影

について  
対 空 標識点明細票、対空

標識点一覧図、精度管理

表  

空 中 写 真 測 量 (対 空 標 識

設 置 )に 福 岡 県 が 対 象 と

したものを追加  

地形測量 /測量記録 /撮影

について  

刺 針 点一覧図、精度管理

表  

空 中 写真測量（刺針）に

福岡県が対象としたもの

を追加  

地 形 測 量 /測 量 成 果 に つ

いて  

DM データファイル、イン

デックスファイル、 DM デ

ー タ フ ァ イ ル 説 明 書 注

２）  

平板測量、地形補備測量、

編集、補測編集、地形図

原図作成、デジタル写真

正射写真図、修正測量、

地図編集で福岡県が対象

としたものを追加  

用地測量 /測量記録なし  記載なし  測 量 細 区 分 に 地 積 測 量

図、境界立会を追加  

用 地測量 /測 量成果 /用 地

実測図等の作成について

記載なし  成 果 品等に用地実測図原

図と用地平面図を追加  

平 板 測量の地形図原図の

ファイル形式について  

地 形 図原図のファイル形

式は対象外  

地 形 図原図のファイル形

式は CAD とする  

・測量成果電子納品要領

（案）  

平 板 測量の複製用ポジ原

図 (第二原図 )について  

複 製 用 ポ ジ 原 図 (第 二 原

図 )は対象外  

複 製 用 ポ ジ 原 図 (第 二 原

図 )は不要とする  
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内容  
要領  項目  

農林水産省  福岡県（農林水産部）

TS 地形測量の地形図原図

のファイル形式について

地形図原図のファイル形

式は対象外  

地 形 図原図のファイル形

式は CAD とする  

TS 地形測量の複製用ポジ

原図 (第二原図 )について

複 製 用 ポ ジ 原 図 (第 二 原

図 )は対象外  

複 製 用 ポ ジ 原 図 (第 二 原

図 )は不要とする  

空 中 写 真 測 量 (対 空 標 識

設 置 )の 偏 心 要 素 測 定 簿

のファイル形式について

偏心要素測定簿のファイ

ル形式は対象外  

偏 心 要素測定簿のファイ

ル形式は PDF とする  

空 中 写 真 測 量 (対 空 標 識

設 置 )の 偏 心 計 算 簿 の フ

ァイル形式について  

偏 心 計算簿のファイル形

式は対象外  

偏 心 計算簿のファイル形

式は PDF とする  

空 中 写 真 測 量 (対 空 標 識

設 置 )の 対 空 標 識 点 表 示

密着空中写真について  

対 空 標識点表示密着空中

写真は PDF 

対 空 標 識点表示密着空中

写真は PDF とする  

空 中写真測量 (刺 針 )の 偏

心要素測定簿のファイル

形式について  

偏 心 要素測定簿のファイ

ル形式は対象外  

偏 心 要素測定簿のファイ

ル形式は PDF とする  

空 中写真測量 (刺 針 )の 偏

心計算簿のファイル形式

について  

偏 心 計算簿のファイル形

式は対象外  

偏 心 計算簿のファイル形

式は PDF とする  

空 中 写 真 測 量 (地 形 補 備

測 量 )の 地 形 補 備 測 量 図

のファイル形式について

地形補備測量図のファイ

ル形式は対象外  

地 形 補備測量図のファイ

ル形式は CAD またはイメ

ージデータとする  

空 中写真測量 (編 集 )の 編

集素図のファイル形式に

ついて  

編 集 素図のファイル形式

は対象外  

編 集 素図のファイル形式

は CAD またはイメージデ

ータとする  

空 中写真測量 (編 集 )の 注

記資料図のファイル形式

について  

注 記 資料図のファイル形

式は対象外  

注 記 資料図のファイル形

式は CAD またはイメージ

データとする  

空 中 写 真 測 量 ( 現 地 補

測 )(補 測 編 集 )の 編 集 素

図のファイル形式につい

て  

編 集 素図のファイル形式

は対象外  

編 集 素図のファイル形式

は、 CAD ま た はイメージ

データとする（藍焼図は

不要）  

空 中 写 真 測 量 (地 形 図 原

図 作 成 )の 地 形 図 原 図 の

ファイル形式について  

地 形 図原図のファイル形

式は対象外  

地 形 図原図のファイル形

式は CAD データとする  

空 中 写 真 測 量 (地 形 図 原

図 作 成 )の 複 製 用 ポ ジ 原

図 (第二原図 )について  

複 製 用 ポ ジ 原 図 (第 二 原

図 )は対象外  

複 製 用 ポ ジ 原 図 (第 二 原

図 )は不要とする  

空 中 写 真 測 量 (地 形 図 原

図 作 成 )の 地 形 図 修 正 原

図の藍焼図等について  

地 形 図修正原図の藍焼図

等は対象外  

地 形 図修正原図の藍焼図

等は不要とする  

修 正 測量の地形図修正原

図のファイル形式につい

て  

地 形 図修正原図のファイ

ル形式は対象外  

地 形 図修正原図のファイ

ル形式は CAD データとす

る  

修 正 測量の複製用ポジ原

図 (第二原図 )について  

複 製 用 ポ ジ 原 図 (第 二 原

図 )は対象外  

複 製 用 ポ ジ 原 図 (第 二 原

図 )は不要とする  

修 正 測量の地形図修正原

図の藍焼図等について  

地 形 図修正原図の藍焼図

等は対象外  

地 形 図修正原図の藍焼図

等は不要とする  

デ ジ タル正射写真図のデ

ジタル写真画像のファイ

ル形式について  

デ ジ タル写真画像のファ

イル形式は未検討  

デ ジ タル写真画像のファ

イル形式はイメージデー

タとする  

デ ジ タル正射写真図の数

値地形モデルのファイル

形式について  

数 値 地形モデルのファイ

ル形式は未検討  

数 値 地形モデルのファイ

ル形式は TXT とする  

デ ジ タル正射写真図のデ

ジタル正射写真図データ

のファイル形式について

デジタル正射写真図デー

タのファイル形式は未検

討  

デ ジ タル正射写真図デー

タのファイル形式はイメ

ージデータとする  

デ ジ タル正射写真図のデ

ジタル正射写真図につい

て  

デ ジ タル正射写真図は未

検討  

デ ジ タル正射写真図は電

子納品対象外とする  

・測量成果電子納品要領

（案）  

地 図 編集の編集原図のフ

ァイル形式について  

編 集 原図のファイル形式

は対象外  

編 集 原図のファイル形式

は CAD データとする（基

図が紙の場合はイメージ

データとする）  
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内容  
要領  項目  

農林水産省  福岡県（農林水産部）

地図編集  対象外  注 記 資料図のファイル形

式 は CAD デ ー タ と す る

（基図が紙の場合はイメ

ージデータとする）  

デジタルマッピング  ファイル形式  

対象外  

地 形 図原図のファイル形

式は CAD データとする  

デジタルマッピング  ファイル形式  

対象外  

複 製 用 ポ ジ 原 図 (第 二 原

図 )は不要とする  

共通   共 通 事 項における地形図

原 図 の フ ァ イ ル 形 式 は

SXF（ sfc） 形 式 とし 、 こ

れに伴い、複製用ポジ原

図 (第 二原図 )お よび藍焼

図の電子納品は不要とす

る  

共通  対 空 標識点明細票、対空

標識点一覧図及び精度管

理表については、 PDF 形

式で納品する ｡ 

空 中 写 真 測 量 (対 空 標 識

設 置 )に お け る 成 果 品 は

全て PDF 形式で納品する

共通  刺 針 点一覧図及び精度管

理表については、 PDF 形

式で納品する ｡ 

空 中 写 真 測 量 ( 刺 針 ) の

(1)に偏心要素測定簿、偏

心計算簿を追加  

運用基準  

空 中 写 真 測 量 (地 形 補 備

測量 ) 

 空 中 写 真 測 量 (地 形 補 備

測 量 )に お け る 地 形 補 備

測量図のファイル形式は

CAD ま た は イメージデー

タとする  

運用基準  

空中写真測量 (編集 ) 

 空 中 写真測量 (編 集 )に お

ける編集素図および注記

資料図のファイル形式は

CAD ま た は イメージデー

タとする  

運用基準  

空中写真測量 (現地補測 )

 空 中写真測量 (現 地補測 )

に お ける編集素図のファ

イル形式は、 CAD ま た は

イメージデータとする  

運用基準   デ ジ タ ル正射写真図にお

けるデジタル写真画像お

よびデジタル正射写真図

データのファイル形式は

イメージデータとする  

運用基準   デ ジ タ ル正射写真図にお

ける数値地形モデルのフ

ァイル形式は TXT とする

運用基準   地 図 編 集における編集原

図および注記資料図のフ

ァイル形式は CAD データ

とする（基図が紙の場合

は イ メ ー ジ デ ー タ と す

る）  

4-3 応用測量ファイル  

路線測量成果  協議により CAD ﾃﾞｰﾀ 線 形 決 定における線形図

のファイル形式は CAD デ

ータとする  

路線測量成果  協議により CAD ﾃﾞｰﾀ 中 心 線 測量における線形

地形図のファイル形式は

CAD データとする  

路線測量成果  協議により CAD ﾃﾞｰﾀ 中 心 線 測量における引照

点 図 の フ ァ イ ル 形 式 は

CAD データとする  

・測量成果電子納品要領

（案）  

路線測量成果  協議により CAD ﾃﾞｰﾀ 縦 断 測 量における縦断面

図のファ イ ル形式 は CAD 

データとする  
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内容  
要領  項目  

農林水産省  福岡県（農林水産部）

路線測量成果  協議により CAD ﾃﾞｰﾀ 横 断 測 量における横断面

図のファ イ ル形式 は CAD 

データとする  

路線測量成果  協議により CAD ﾃﾞｰﾀ 詳 細 測 量における詳細平

面 図 の フ ァ イ ル 形 式 は

CAD データとする  

路線測量成果  協議により CAD ﾃﾞｰﾀ 路 線 測 量成果詳細測量に

おける縦横断面図の縦断

面図  

路線測量成果  協議により CAD ﾃﾞｰﾀ 用 地 幅 杭設置測量におけ

る杭打図のファイル形式

は CAD データとする  

路線測量成果   共 通 事 項における図面類

は電子化図面データの作

成要領（案）にしたがっ

て 作 成 し 、 SFX(sfc)形 式

で納品する  

河川測量成果  PDF 形 式 で 納品する 。 ま

た、受発注者間の協議に

より PDF 形式に加えて ｵﾘ

ｼﾞﾅ ﾙ数 値 ﾃﾞｰﾀ形 式で納品

することができる。 ﾌｧｲ ﾙ

は 受 発 注者間の協議によ

り適当な単位でまとめて

作成する。枚数が多い場

合は、1 ﾌｧｲﾙが 100 枚程度

になるように分割して整

理する。  

距 離 標設置測量における

観測手簿および同数値デ

ータの電子納品は再利用

の可能性が少ないため不

要とする  

河川測量成果  PDF 形 式 で 納品する 。 ま

た、受発注者間の協議に

より PDF 形式に加えて ｵﾘ

ｼﾞﾅ ﾙ数 値 ﾃﾞｰﾀ形 式で納品

することができる。 ﾌｧｲ ﾙ

は 受 発 注者間の協議によ

り適当な単位でまとめて

作成する。枚数が多い場

合は、1 ﾌｧｲﾙが 100 枚程度

になるように分割して整

理する。  

水 準 基標測量における観

測手簿および同数値デー

タの電子納品は再利用の

可能性が少ないため不要

とする  

河川測量成果  縦断図を CAD で作成する

場合には、その数値 ﾃﾞｰ ﾀ

を納品することとし、ﾌｫｰ

ﾏ ｯ ﾄ形 式 や ﾌ ｧ ｲ ﾙ作 成 単 位

については受発注者間の

協議により定める  

定 期 縦断測量における縦

断面図のファイル形式は

CAD データとする  

河川測量成果  横断図を CAD で作成する

場合には、その数値 ﾃﾞｰ ﾀ

を納品することとし、ﾌｫｰ

ﾏ ｯ ﾄ形 式 や ﾌ ｧ ｲ ﾙ作 成 単 位

については受発注者間の

協議により定める  

定 期 横断測量における横

断面図のファイル形式は

CAD データとする  

河川測量成果  横断図面を CAD で作成す

る場合には、その数値 ﾃﾞｰ

ﾀを納品することとし、ﾌｫ

ｰﾏｯ ﾄ形 式や ﾌｧｲﾙ作 成単位

については受発注者間の

協議により定める  

深 浅 測量における横断面

図のファ イ ル形式 は CAD 

データとする  

・測量成果電子納品要領

（案）  

河川測量成果  線形図を CAD で作成する

場合は、その数値 ﾃﾞｰ ﾀを

納品することとし、ﾌｫｰﾏｯ

ﾄ形 式 ﾌ ｧ ｲ ﾙ作 成 単 位 に つ

いては受発注者間の協議

により定める  

法 線 測量における線形図

のファイル形式は CAD デ

ータとする  
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内容  
要領  項目  

農林水産省  福岡県（農林水産部）

河川測量成果  等高・等深線図を CAD で

作 成 する場合は、その数

値 ﾃﾞｰﾀを 納 品することと

し、 ﾌｫｰﾏｯﾄ形 式や ﾌｧｲﾙ作

成 単 位については受発注

者間の協議により定める

海浜測量における等高・

等深線図のファイル形式

は CAD データとする  

河川測量成果  観測手簿は、PDF 形式で納

品する。また、受発注者

間の協議により PDF 形式

に加えて ｵﾘｼﾞﾅ ﾙ数 値 ﾃﾞｰﾀ

形 式 で 納品することがで

きる。 ﾌｧｲ ﾙは 受 発注者間

の協議により適当な単位

でまとめて作成する。枚

数が多い場合は、 1 ﾌｧｲ ﾙ

が 100 枚程度になるよう

に分割して整理する  

海 浜 測量における観測手

簿および同数値データの

電子納品は再利用の可能

性が少ないため不要とす

る  

河川測量成果  汀線図 CAD で作成する場

合は、その数値 ﾃﾞｰ ﾀを 納

品することとし、 ﾌｫｰﾏｯ ﾄ

形 式 や ﾌｧｲ ﾙ作 成 単位につ

いては受発注者間の協議

により定める。  

汀 線 測量における汀線図

のファイル形式は CAD デ

ータとする  

河川測量成果  PDF 形 式 で 納品する 。 ま

た、受発注者間の協議に

より PDF 形式に加えて ｵﾘ

ｼﾞﾅ ﾙ数 値 ﾃﾞｰﾀ形 式で納品

することができる。 ﾌｧｲ ﾙ

は 受 発 注者間の協議によ

り適当な単位でまとめて

作成する。枚数が多い場

合は、1 ﾌｧｲﾙが 100 枚程度

になるように分割して整

理する。  

汀 線 測量における観測手

簿および同数値データの

電子納品は再利用の可能

性が少ないため不要とす

る  

用地測量成果   地 積 測 量図における地積

測量図及び土地所在図は

PDF とする。  

用地測量成果   境 界 立 会における土地境

界立会確認書は PDF とす

る。  

用地測量成果  協議により CAD ﾃﾞｰﾀ 資 料 調 査における公図等

転写連続図のファイル形

式は PDF とする  

用地測量成果  協 議 によりオリジナルデ

ータも可  

資 料 調査における土地調

査表、建物登記簿調査表、

権利者調査表のファイル

形式はオリジナルデータ

とする  

用地測量成果  PDF 資 料 調 査における地積測

量図転写図のファイル形

式は協議により CAD デー

タでも可とする  

用地測量成果  協議により CAD ﾃﾞｰﾀ 復 元 測 量における復元箇

所位置図のファイル形式

は PDF とする  

用地測量成果  協議により CAD ﾃﾞｰﾀ 用 地 境 界仮杭設置におけ

る設置箇所位置図のファ

イル形式は PDF とする  

用地測量成果  協議により CAD ﾃﾞｰﾀ 用 地 境 界杭設置における

設置箇所位置図のファイ

ル形式は PDF とする  

・測量成果電子納品要領

（案）  

用地測量成果  対象外  用 地 実測図等の作成にお

ける用地実測図原図、用

地平面図のファイル形式

は CAD データとする  
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内容  
要領  項目  

農林水産省  福岡県（農林水産部）

用地測量成果  TXT 用 地 実 測図等の作成にお

ける用地実測データ、用

地平面データは協議によ

り SIMA 形式等とする  

用地測量成果   共 通 事 項 (1) の 測 量 デ ー

タについては、要領（案）

策定後間もないことから

平成 1６  年度は準備期間

として、受発注者協議に

よって提出が可能な場合

のみ納品することとする

用地測量成果   共 通 事 項 (2) の 原 図 に つ

いては CAD データによる

納品とする。これに伴い、

第二原図および藍焼図の

納品は行わないものとす

る。  

用地測量成果  設置個所位置図を CAD で

作 成 する場合は、その数

値 ﾃﾞｰﾀを 納 品することと

し、 ﾌｫｰﾏｯﾄ形 式や ﾌｧｲﾙ作

成 単 位については受発注

者間の協議により定める

復元測量における復元箇

所位置図を CAD で作成す

る場合は、図面化電子デ

ータ作成要領 (案 )に し た

が い 、 SXF(sfc)形 式 と す

る  

用地測量成果  基準点網図は PDF 形式で

納品する。また、受発注

者間の協議により数値デ

ータ、又は、 CAD デ ー タ

で 納 品 す る こ と が で き

る。その場合、 PDF 形 式

の成果については、受発

注者間の協議により、納

品の有無を決めることが

できる。なおファイルは、

図単位または図の種別単

位で作成する。  

補 助 基準点の設置におけ

る基準点網図を CAD で作

成する場合は、図面化電

子データ作成要領 (案 )に

し た が い 、 SXF(sfc)形 式

とする  

用地測量成果  設置個所位置図を CAD で

作 成 する場合は、その数

値 ﾃﾞｰﾀを 納 品することと

し、 ﾌｫｰﾏｯﾄ形 式や ﾌｧｲﾙ作

成 単 位については受発注

者間の協議により定める

用地境界仮杭設置におけ

る設置箇 所 位置図 を CAD 

で 作 成 する場合は、図面

化 電 子 デ ー タ 作 成 要 領

( 案 ) に し た が い 、

SXF(sfc)形式とする  

用地測量成果  設置個所位置図を CAD で

作 成 する場合は、その数

値 ﾃﾞｰﾀを 納 品することと

し、 ﾌｫｰﾏｯﾄ形 式や ﾌｧｲﾙ作

成 単 位については受発注

者間の協議により定める

用地境界杭設置における

設置箇所位置図を CAD で

作 成 する場合は、図面化

電子データ作成要領 (案 )

に し た が い 、 SXF(sfc)形

式とする  

5-1 測量成果等  

測量細区分記号   用 地 測 量 /地 積 測 量 図 を

追加  

測量細区分記号   用 地測量 /境 界確認 /境 界

立会を追加  

ファイル命名規則   平 板測量 /平 板測量 /地 形

図原図を追加  

ファイル命名規則   平板測量 /TS 地形測量 /地

形図原図を追加  

ファイル命名規則   撮 影 /対 空標識設置 /偏 心

要素測定簿を追加  

ファイル命名規則   撮 影 /対 空標識設置 /偏 心

計算簿を追加  

ファイル命名規則   撮 影 /対 空標識設置 /対 空

標識点表示密着空中写真

を追加  

・測量成果電子納品要領

（案）  

ファイル命名規則   撮 影 /刺 針 /偏 心要素測定

簿を追加  
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内容  
要領  項目  

農林水産省  福岡県（農林水産部）

ファイル命名規則   撮 影 /刺 針 /偏 心計算簿を

追加  

ファイル命名規則   図 化 /地 形補備測量 /地 形

補備測量図を追加  

ファイル命名規則   図 化 /編 集 /編 集素図を追

加  

ファイル命名規則   図 化 /編 集 /注 記資料図を

追加  

ファイル命名規則   図 化 /補 備編集 /地 形補備

の結果を整理した編集素

図を追加  

ファイル命名規則   図 化 /地 形原図作成 /地 形

原図を追加  

ファイル命名規則   図 化 /デ ジ タ ル マ ッ ピ ン

グ /地形原図を追加  

ファイル命名規則   図 化 /デ ジ タ ル 写 真 正 射

投 影 図 /デ ジ タ ル 写 真 画

像を追加  

ファイル命名規則   図 化 /デ ジ タ ル 写 真 正 射

投 影 図 /数 値 地 形 モ デ ル

を追加  

ファイル命名規則   図 化 /デ ジ タ ル 写 真 正 射

投 影 図 /デ ジ タ ル 写 真 正

射写真データを追加  

ファイル命名規則   修 正 測 量 /地 形 図 原 図 修

正を追加  

ファイル命名規則   地 図 編 集 /編 集 原 図 を 追

加  

ファイル命名規則   地 図 編 集 /注 記 資 料 図 を

追  

ファイル命名規則   地 積 測 量 図 /地 積 測 量 図

及び土地所在図を追加  

ファイル命名規則   境 界 立 会 /土 地 境 界 立 会

確認書を追加  

ファイル命名規則   用 地 実 測 図 等 作 成 /用 地

実 測 図 等 作 成 /用 地 実 測

原図を追加  

・測量成果電子納品要領

（案）  

ファイル命名規則   用 地 実 測 図 等 作 成 /用 地

実 測 図 等 作 成 /用 地 平 面

図を追加  

・ 地 質・土質調査成果電

子納品要領（案）  

フォルダの構成  成 果 品の電子納品にあた

っては、電子成果品をど

の ﾌ ｫ ﾙ ﾀ ﾞに 納 め な け れ ば

ならないか、あらかじめ

定めておく必要がある。

一般的な地質調査報告書

を見た場合、報告書は、

報告文と参考資料から構

成 さ れ て い る 場 合 が 多

く、ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ柱状図や地質

平面図・断面図、コア写

真等の資料については、

参考資料に整理されてま

とめられている場合が多

い。  

そ の 他の地質調査資料の

取り扱いについて、福岡

県電子納品要領（案）の

参照を追加  

・ 電 子化図面データの作

成要領（案）  

1-2-4 表題欄  図 面 の 管 理 上 必 要 な 事

項、図面内容に関する定

形的な事項などをまとめ

て記入するためのもので

ある。ただし、別途基準

等で定めた場合には、そ

の一部を変更して使うこ

とができるものとする  

福 岡 県における農林水産

省様式の使用に関する記

述を追加  
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   参考  国土交通省との差異 

表 7-2 

内容  
要領  項目  

国土交通省  福岡県（農林水産部）

 農道 設計を追加（農水省

の要領を準用）  

工種  

 パ イ プ ラインを追加（農

水省の要領を準用）  

 農 道 実 施設計を追加（農

水省の要領を準用）  

付 属 資 料 １  フ ァ イ ル 名

一覧  

 パ イ プ ライン実施設計を

追加（農水省の要領を準

用）  

 農 道 実 施設計を追加（農

水省の要領を準用）  

付 属 資 料 １  フ ァ イ ル 名

の例  

 パ イ プ ライン実施設計を

追加（農水省の要領を準

用）  

 農 道 実 施設計を追加（農

水省の要領を準用）  

・ＣＡＤ製図基準（案）  

付 属 資 料 ２  レ イ ヤ 名 一

覧  

 パ イ プ ライン実施設計を

追加（農水省の要領を準

用）  

用紙 ｻｲｽﾞは、 A4 縦を基本

とする  

フ ァ イルの作成用紙サイ

ズの A3 の 取 り扱いを追

加  

ﾌｫ ﾝﾄの 埋 め込みは行わな

い。また、特殊な ﾌｫﾝ ﾄは

用いない  

フ ァ イルの作成フォント

の埋め込みについて追記

 フ ァ イルの作成ファイル

分割の目安を 10Mbyte 以

下とする  

 フ ァ イ ルの作成報告書オ

リジナルファイルの作成

について追加  

・ 営 繕工事電子納品要領

（案）  

・ 建 築設計業務等電子納

品要領（案）  

付属資料４  PDF ファイル

作成時の留意事項  

 フ ァ イ ルの作成紙原稿の

取り扱いについて追加  

各要領  電子媒体   3.5.1 着手時の④納品用電子
媒体を参照 

各要領  

 

電 子 媒 体に貼るラベルに

ついて  

 3.8 ラベルについてを参照 

 バックアップについて   3.6 バックアップデータの保
管を参照 
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7.1 工事完成図書の電子納品要領（案）  

農林水産省に定められている通り、電子媒体のルートの直下に「DRAWINGS」、
「MEET」、「PLAN」、「PHOTO」、「OTHRS」のファルダ及び工事管理ファイルを
置く。また、「MEET」、「PLAN」、「OTHRS」ファルダの下に「ORG」サブフォル
ダを置く。  

7.1.1 フォルダ構成  
 
 
 
 
 
 
  農林水産省の基準に示されている通り、各フォルダ及びサブフォルダの構成は以下の

通りとする。  
 

工事完成図書の  
電子納品要領（案）  

電子化写真データ作成  
要領（案）  

電子化図面データ

の作成要領（案）

工事完成図書の  
電子納品要領（案）  

電子化図面データの作成

要領（案）  

SPEC 

ORG 

DRAWINGS 

PLAN 

ORG 

MEET 

PHOTO 

DRAWINGF 

OTHERS 

ORG 
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7.1.2 工事管理項目  

 

 

 

 

 

成果物の電子媒体に添付する工事管理ファイル（INDEX_C.XML）には、農林水産省の基準に

示される基礎情報、ソフトウェア情報、工事情報からなる工事管理項目を記入する。  

7.1.3 打合せ簿管理項目  
 
 
 
 
 

成果物の電子媒体に添付する打合せ簿管理ファイル（MEET.XML）には、農林水産省の基

準に示される項目を記入する。  

7.1.4 施工計画書  
 
 
 
 
 

成果物の電子媒体に添付する施工計画書管理ファイル（PLAN.XML）には、農林水産省の

基準に示される項目を記入する。  

7.1.5 その他資料管理項目  
 
 
 
 

成果物の電子媒体に添付するその他資料（工事履行報告書）管理ファイル（OTHRS.XML）

には、農林水産省の基準に示される項目を記入する。  
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7.2 設計業務等の電子納品要領（案）  

農林水産省に定められている通り、電子媒体のルートの直下に「 REPORT」、
「DRAWING」、「PHOTO」、「SURVEY」、「BORING」のファルダ及び業務管理フ
ァイルを置く。  

7.2.1 フォルダ構成  
 
 
 
 
 
  農林水産省の基準に示されている通り、各フォルダ及びサブフォルダの構成は以下の

通りとする。  
 
 

測量業務成果電子  
納品要領（案）  

地質・土質調査成果  
電子納品要領（案）  

電子化写真データの  
作成要領（案）  

電子化図面データの 

作成要領（案）  

設計業務等の  
電子納品要領（案）  

REPORT 

PHOTO 

DRAWING 

BORING 

SURVEY 

ORG 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

7.2.2 業務管理項目  
 
 
 
 
 

成果物の電子媒体に添付する業務管理ファイル（INDEX_D.XML）には、農林水産省の基準

に示される基礎情報、ソフトウェア情報、業務情報からなる業務管理項目を記入する。  

7.2.3 報告書管理項目  
 
 
 

 

成果物の電子媒体に添付する報告書管理ファイル（REPORT.XML）には、農林水産省の基準

に示されるソフトウェア情報、報告書ファイル情報からなる報告書管理項目を記入する。
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7.3 地質・土質調査成果電子納品要領（案）  
7.3.1 管理項目  

 
 
 
 
 
 

成果物の電子媒体に添付するその他管理ファイル（OTHRFLS.XML）、地質情報管理ファイ

ル（BORING.XML）、コア写真管理ファイル（COREPIC.XML）、土質試験及び地盤調査管理

ファイル（GRNDTST.XML）には、農林水産省の基準に示される管理項目を記入する。  

7.4 測量成果電子納品要領（案）  
7.4.1 管理項目  

 
 
 
 
 

成果物の電子媒体に添付する測量情報管理ファイル（SURVEY.XML）、測量成果管理ファイ

ルには、農林水産省の基準に示される管理項目を記入する。  

7.5 営繕工事電子納品要領（案）  
7.5.1 工事管理項目  

 
 
 
 
 

成果物の電子媒体に添付する工事管理ファイル（INDEX_C.XML）には、国土交通省の基準に

示される基礎情報、ソフトウェア情報、工事情報からなる工事管理項目を記入する。  

7.5.2 工事関係資料管理項目  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

成果物の電子媒体に添付する 施工計画書管理ファイル（PLAN.XML）、工程表管理ファ

イル（SCHEDULE.XML）、工事打合せ簿管理ファイル（MEET.XML）、機材関係資料管理フ

ァイル（MATERIAL.XML）、施工関係資料管理ファイル（PROCESS.XML）、検査関係資料

管理ファイル（INSPECT.XML）、発生材関係資料管理ファイル（SALVAGE.XML）、保全に

関する資料管理ファイル（MAINT.XML）、その他資料管理ファイル（OTHRS.XML）には、

国土交通省の基準に示されるソフトウェア情報、資料情報からなる工事関係資料管理項

目を記入する。  

7.6 建築設計業務等電子納品要領（案）  
7.6.1 業務管理項目  

 
 
 
 
 

成果物の電子媒体に添付する業務管理ファイル（INDEX_D.XML）には、国土交通省の基準

に示される基礎情報、ソフトウェア情報、業務情報からなる業務管理項目を記入する。  

7.6.2 資料管理項目  
 
 成果物の電子媒体に添付する資料管理項目ファイル（REPORT.XML）には、国土交通省の基
準に示されるソフトウェア情報、資料情報からなる資料管理項目を記入する。  
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7.7 電子化図面データの作成要領（案）  
7.7.1 図面管理項目  

 
 
 
 
 

成果物の電子媒体に添付する図面管理ファイル（DRAWING.XML）には、農林水産省の基準

に示されるソフトウェア情報、図面情報からなる管理項目を記入する。  

7.8 電子化写真データの作成要領(案) 
7.8.1 写真管理情報  

 
 
 
 
 

成果物の電子媒体に添付する写真管理ファイル（PHOTO.XML）には、農林水産省の基準

に示される基準情報、ソフトウェア情報及び写真情報からなる管理項目を記入する。

デジタル写真のみ電子納品を行う場合は、工事情報についても記入する。  

52 


	土木編
	電子納品適用項目
	図面ファイルの取り扱い
	工事写真の取り扱い
	有効画素数


	業務委託編
	電子納品適用項目
	業務関係書類の取り扱い
	報告書ファイルの編集
	電子化図面データの作成要領(案)
	CADフォーマットについて
	レイヤー構成について
	ファイル名の取り扱いについて

	測量成果電子納品要領(案)について
	地質・土質調査成果電子納品要領（案）について
	電子納品の対象とする種類とファイル形式
	報告書ファイルの取り扱い
	ボーリング柱状図ファイルの取り扱い
	地質平面図、地質断面図ファイルの取り扱い
	コア写真の取り扱い
	土質試験・地盤調査結果ファイルの取り扱い
	現場写真ファイルの取り扱い
	その他の地質調査資料ファイルの取り扱い

	用地調査等業務の電子納品
	用地測量成果の電子納品
	補償調査成果の電子納品


	営繕事業編
	電子納品適用項目
	営繕工事
	建築設計業務
	工事監理業務
	耐震診断業務

	ファイル名
	地理情報について
	用語について

	本ガイドラインについて
	別紙
	帳票一覧

	付録
	着手時協議例

	福岡県農林水産部電子納品要領と農林水産省との差異
	工事完成図書の電子納品要領（案）
	フォルダ構成
	工事管理項目
	打合せ簿管理項目
	施工計画書
	その他資料管理項目

	設計業務等の電子納品要領（案）
	フォルダ構成
	業務管理項目
	報告書管理項目

	地質・土質調査成果電子納品要領（案）
	管理項目

	測量成果電子納品要領（案）
	管理項目

	営繕工事電子納品要領（案）
	工事管理項目
	工事関係資料管理項目

	建築設計業務等電子納品要領（案）
	業務管理項目
	資料管理項目

	電子化図面データの作成要領（案）
	図面管理項目

	電子化写真データの作成要領(案)
	写真管理情報



